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1

第 1章

序論

1.1 研究の背景

1.1.1 知識共有とナレッジマネージメント

近年，ナレッジマネージメントと呼ばれる知識の共有・創造を促進する手法が脚光を浴

びている．知識はイノベーションの原動力とされており [1]，企業のような組織（以降，企

業組織）にとっては，如何に知識を活用するかが昨今のグローバル化の時代を勝ち抜くた

めに重要となる．そこで，組織内部で知識を共有し，発展させていくことが求められる．

特に，個々人が独自に所持し発展させるに留まっていた知識を，組織内で共有すること

で，新たな知識の創出や競争力の強化を行う必要がある．このような知識共有の重要性は

1990年代頃から徐々に認識されていった．

そのような状況下において，2007 年問題 [2] の発生により知識共有の重要性が一般に

も広く認知されるようになった．ここで，2007年問題とは，団塊世代と呼ばれる 1947年

前後生まれの人々が一斉退職することにより生じる諸問題の総称であり，知識共有の観点

では，これまで企業組織で重要な役割を担ってきた人々が退職することにより，退職者が

持つ重要な知識が失われることを指す．同問題の発生により，企業組織の内部で長年培わ

れた知識を次の世代へ継承することが急務とされた．

そこで，知識を次世代へ継承する手段として，ナレッジマネージメントと呼ばれる知識

の共有・創造を促進する手法が注目されるようになった．イノベーション促進，作業効率

の向上，あるいは 2007年問題のような知識の大量喪失への対策を目的として，知識の共

有・創造を促進する手法を「ナレッジマネージメント」と呼ぶ．知識共有を促進するには，

情報の記録が容易になる作業環境の整備，知識が伝達しやすい組織構造の構築等，様々な

手法が考えられる．昨今では特に，情報技術の発達により，グループウェアや，情報を蓄

積するデータベース等，情報技術を利用した様々なツールが提案されている [3–5]．
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しかし，知識共有には様々な問題があり，有効なナレッジマネージメントの提案は容易

ではない．対象とする知識や個人の特性，人間関係等，多くの要因が影響するため，効果

的かつ汎用的なナレッジマネージメントを提案することが困難である．また，知識は，認

識論を中心に古来より議論されているものの，統一的な定義はなく，定量的な扱いが困難

である．知識を定量的に扱うことが困難なために，ナレッジマネージメントの有効性を定

量的に評価することも困難となる．さらに，知識共有は複数の人間が協調しなければ実現

できない．特に，企業組織では数十人から，多い場合には数千人が協調する必要がある．

しかし，多人数の協調の結果は予測が困難である．このような知識共有特有の問題もあ

り，多くのナレッジマネージメントが経験的，あるいは定性的な考えで提案され，その効

果は定量的に検証されていない．そこで，知識という要素を定量的に評価しつつ，今後，

有効なナレッジマネージメントを提案するための基盤を構築する必要がある．基盤構築の

ためには，次の 2点が特に重要となる．

(1) ナレッジマネージメントを定量的かつ容易に評価する手法の確立

(2) ナレッジマネージメントを提案するための指針作成

ナレッジマネージメントに限らず，何かしらの手法や対策を提案する場合，提案する手

法が真に有効かどうかを評価する手法が重要となる．また，有効性の評価は，定量的かつ

容易に行えることが望ましい．評価手法が定量的かつ容易に行えるものであれば，体系的

なナレッジマネージメントの提案が可能になる．

また，ナレッジマネージメントの有効性は，導入対象の企業組織やその構成員ごとに異

なる．そこで，企業組織や構成員ごとに，ナレッジマネージメントを提案するための指針

を作成する必要がある．

なお，前述したように，ナレッジマネージメントは知識の共有・創造を促進する経営手

法であるが，本研究では，知識共有を促進する手法のみに焦点を当てる．ナレッジマネー

ジメントを提案するための基盤を構築するには，知識の創造にも焦点を当てる必要があ

る．しかし，知識の創造や発展は既存知識が共有・利用された後に生じる．そのため，ま

ずは知識共有のみを考慮した基盤を構築する．

1.1.2 知識の定義

知識共有について議論するためには，知識を定義する必要がある．知識の定義に関して

は哲学の分野でも古来より常に議論されており，近代でも様々な議論が行われている．

まず，知識を情報やデータ等との関連付けにより定義した研究として，Ackoff による

人間の思考の分類 [6]が挙げられる．人間の思考をデータ，情報，知識，理解，知恵の 5

階層に分類した Ackoff は，それぞれを表 1.1 のように定義した． なお，表 1.1 の各階
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表 1.1 思考の階層モデル（Ackoff，1989）

階層 意味

データ それ自体では意味を持たないシンボル

例： 27.3℃, 東京

情報 データに意味づけを行ったもの，あるいは 4W（what, who, where, when）

に答えられるもの． 例：東京の気温は 27.3℃である．

知識 情報の適切な集合であり，“how”に答えられるもの．あるいは，

ルールや事実の集合． 例： 過去 1年間の東京の気象情報

理解 知識を正しく認識し，“why”を考えることで知恵に昇華させる過程．

例：気温が下がったのは，気化熱で地表の熱が奪われたためである．

知恵 モラルや価値観等，出来事を判断する価値や理由．

例：雨がやんだら，気化熱で地表の熱が奪われ気温が下がるだろう．

知恵

理解

知識

情報

データ

図 1.1 思考の階層モデルにおけるピラミッド構造（Ackoff, 1989）

層はピラミッド構造（図 1.1）となっており，データの上に情報が，情報の上に知識があ

るような構造になっている．最もプリミティブな階層はデータである．データを集合にし

て意味づけしたものが情報である．さらにその情報を構造化，あるいは他の情報と関連付

けて利用可能にしたものが知識である．その後，知識が「何故そうなるのか」と考える過

程が理解の階層であり，理解の結果として知恵の階層に昇華する．すなわち，意味を持た

ない数字や記号であるデータを，体系付けかつ一般化し，意味づけしたものが知恵と言

える．その途中の段階が知識である．ただし，表 1.1の中で，「理解」のみが「過程」と
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データ
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知恵

データ間の
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続
度

図 1.2 DIKWモデル (Bellingerら， 2004)

なっていることに注意する必要がある．知識から知恵への昇華だけでなく，各階層におけ

る昇華において「理解」が必要であると論じた Bellingerらは，図 1.2 のようなモデルを

構築している [7]．図中の横軸は理解の進み具合を，縦軸は複数のデータや情報から一般

化されて知恵に近づく度合いを示している．すなわち，データという意味を持たないシン

ボルを理解していった結果が知恵であると言える．両者のモデルは幾らかの相違はあるも

のの，データおよび情報をまとめ，利用可能にしたものが知識であるという点では同様で

ある．理解度によって思考を 4 段階に分類した Bellinger らのモデルは，DIKW モデル

（Data-Information-Knowledge-Wisdom）と呼ばれ，思考支援の研究 [8,9]や，知識の本

質を探る研究 [10, 11]で利用されている．

また，経済学の分野でも，高度な知的作業を行う知識労働者（Knowledge Worker）の

重要性を論じた Druckerの研究 [12]を代表として，知識を対象とした研究が行われてい

る．経済学の観点から知識を定義した研究としては，Nelson らの研究 [13] が挙げられ

る．企業特有の知識とは「日常的にくり返される予測可能な行動パターン」であるとした

Nelsonらは，企業組織はこのような知識の貯蔵庫であると主張している．経営，組織理

論の面から知識を扱った研究としては，Cohen らのゴミ箱モデル [14] やWeick の意味
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共同化
Socialization

表出化
Externalization

内面化
Internalization

連結化
Combination 形式知暗黙知

形式知形式知

形式知暗黙知

暗黙知 暗黙知

図 1.3 SECIモデル（野中ら，1996）

形成理論 [15]などが挙げられる．さらに，Kockらは，組織内で用いられる情報，知識，

データの定義として，過去の事象を記述するのが情報，未来の事象を予測するのが知識と

し，情報・知識間の変換に用いられるのがデータであるとしている [16]．これらの古今東

西の様々な知識に関する知見を基に，野中らは SECIモデルを提唱した [1]．野中らはま

ず，知識には形式知と暗黙知の 2 種類があるとした．形式知とは容易に文書化できる知

識であり，暗黙知とは文書化が困難な知識である．これらの知識が SECIと呼ばれる知識

変換プロセスにより発展していく（図 1.3）．すなわち，共同化（Socialization），表出化

（Externalization），連結化（Combination），内面化（Internalization）の 4 つのモード

により形式知，暗黙知が相互作用する．それぞれのモードの意味を次に示す．

• 共同化：経験を共有することにより，新しい暗黙知を創造する
• 表出化：暗黙知を明確なコンセプトに変換し，形式知とする
• 連結化：コンセプトを組み合わせて，一つの知識体系を創り出す
• 内面化：形式知を体得し，暗黙知へ変換する
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現在，知識共有の研究では，知識の定義として形式知，暗黙知が広く用いられている．

1.1.3 知識共有の分析と促進

知識共有に関する研究は，知識共有に影響する要因を探る研究と，知識共有を促進する

ための提案を行う研究に大別できる．

知識共有に影響する要因を探る場合，社会学と絡めた研究が多く見られる．組織内の知

識共有に関係する要因を探った研究として，社会学における紐帯 [17, 18]の強弱との関係

を分析した研究 [19] がある．この研究では，部署間のような通常繋がりが弱い部分での

知識共有は，弱い紐帯と呼ばれる，普段はあまり利用されない人間関係が有効であるとし

ている．また，労働者間の関係をネットワーク化し，ネットワーク構造が知識共有に与え

る影響を解析した研究 [20] もある．この研究では社会的な繋がりである紐帯と，組織構

造の双方が知識共有の難度に影響するとしている．また，その中でも，他者との強い紐帯

が知識共有を容易にするとしている．

また，知識共有を促進するための提案としては，データベースなどを用いた支援システ

ムを扱った池田らの研究 [21] や，プロジェクト間での知識転移を扱っている青島らの研

究 [22] がある．これらの研究では前述の SECI モデルを中心として，知識の共有，およ

び創造のためのナレッジマネージメントを考案している．特に池田らの研究では，データ

ベース上に，学習の過程や使用された知識の体系を保存することにより，学習支援を行っ

ている．このシステムにより，組織全体の知識，および各個人の所持する知識双方を共

有，発展させることができるとしている．また，平井らは，グループ間でのコミュニケー

ションが知識共有・創造に重要であるとして，グループ間コミュニケーション支援のため

のツールを提案している [23]．

しかし，前述したように，これらの知識共有の手法・指針の有効性を検証することは困

難である．このような大規模かつ複雑で検証が困難な問題に対しては，計算機上でのシ

ミュレーションによるアプローチが検討されている．

1.1.4 シミュレーションによる分析

計算機の性能向上に伴い，解析的に解けない問題や，前述のような大規模かつ複雑な問

題の分析に計算機シミュレーションが用いられるようになった．シミュレーションによっ

て生物や人間の大規模なインタラクションを分析した研究としては，Conway のライフ

ゲーム [24]や Epsteinらの Sugarscape [25]，Axelrodの文化伝播モデル [26]等が代表的

である．これらの研究は，モデルの初期値や局所的な挙動が，全体の振る舞いに多大な影

響を及ぼすことを示した．現在では，複雑な振る舞いをボトムアップ的に分析する道具と
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してシミュレーションが用いられている．特に，モデル中の行動主体をエージェントとし

て定義し，エージェントの自律行動とエージェント間のインタラクションから系を構成す

るシミュレーションをエージェントベースシミュレーション（Agent-Based Simulation,

ABS）と呼ぶ．また，人間や他の生物をエージェントとしてモデル化し，エージェント群

の行動の結果から社会の複雑な振る舞いを分析する研究を人工社会と呼ぶ [25,27]．

このようなシミュレーションの手法は知識共有の分野にも適用されている．ネットワー

ク上での知識共有を分析した Cowanらは，スモールワールドネットワーク [28] で構成さ

れた集団はランダムグラフや 1次元格子で構成された集団に比べ，集団全体に知識が伝播

しやすいことを明らかにした [29]．また，Carleyは，意思決定に必要な知識を持ったエー

ジェントが，互いに知識を共有して意思決定していく様子を表現する Constructというシ

ミュレーションモデルを構築した [30]．さらに，Moonらは，Construct と Sugarscape

を組み合わせ，エージェントがアドホック通信により知識を共有ながら，自己組織化によ

り効率的な知識共有ネットワークを構築する状況を表現している [31]．

その一方で，現実のネットワーク構造と単純な知識伝播メカニズムを用いてシミュレー

ションを行った結果，現実と乖離した結果が得られたとする研究がある [32]．シミュレー

ションモデルを構築する場合，分析対象に最も影響を及ぼす要素をモデル化する．また，

複雑なモデルでは分析が困難になるため，モデルを可能な限り単純にしてシミュレーショ

ンを行う．よって，シミュレーション結果が現実の結果と一致するとは限らない．シミュ

レーション結果から知見を得る場合，現実の一面のみをモデル化した結果であることを常

に考慮する必要がある．

1.2 本研究の目的と位置づけ

前述したように，知識共有の重要性は広く理解されていながらも，有効なナレッジマ

ネージメント自体は発展途上である．また，有効なナレッジマネージメントを提案するた

めに重要となる，ナレッジマネージメントの定量的な評価手法も確立されていない．これ

は，対象となる「知識」の定量的な扱いが困難なこと，また知識共有という問題が大規模

かつ複雑なことに起因する．

本研究では人間の知識活動の中で，知識を共有し，利用するという一面をモデル化し，

計算機上でのシミュレーションを行う．また，前述したように，知識の共有は多人数の協

調作業の結果である．そのため，単純に個々人の知識の特性をモデル化するだけでは不十

分である．しかし，一般的に，多人数による協調作業は複雑な挙動を示すため，挙動をあ

らかじめ定義するトップダウンのアプローチではモデル化が困難である．そこで，個人間

の複雑な協調の結果を表現するために，エージェントベースシミュレーションによるアプ

ローチを行う．人間をエージェントとして定義し，人間の知識活動をエージェントの自律
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行動として定義することで，ボトムアップに多人数の協調を表現できる．特に，現実に生

じている知識の共有，伝播に関連する幾つかの代表的な問題を取り上げ，提案モデルを用

いた諸問題の分析および解決法の提案を行う．これにより，計算機科学やオペレーション

ズリサーチで行われている理論中心の研究と，経済学や経営学で行われているケーススタ

ディ中心の研究をつなぐことができる．具体的には，以下の 3つの課題・問題を扱う．

(1) 知識の大量喪失

(2) コスト制約下における人員調整

(3) 膨大な知識がもたらす弊害

まず，（1）知識の大量喪失を扱う．知識の大量喪失を予防することは，作業効率の改善

やイノベーション促進などと並んで，知識共有の目的の一つである．また，知識の大量喪

失は，現実の企業組織で起こりうる問題である．そこで，エージェントベースシミュレー

ションを用いて，知識共有をどのように促進すれば知識の大量喪失を予防可能かを明らか

にする．

次に，（2）コスト制約下における人員調整を扱う．知識共有に限らず，企業組織におい

ては何かしらの対策やツールを導入すればコストが発生する．そのため，対策やツールの

導入には，常にコスト対効果を考える必要がある．そこで，一定のコスト制約下におい

て，効率的な知識共有を行う手法を提案する．これにより，（1）知識の大量喪失では考慮

していない，コスト制約という現実の障害への対策を補完する．

最後に，（3）膨大な知識がもたらす弊害について考える．知識共有の目的は，企業組織

全体で知識を共有することで構成員が持つ知識を増やし，イノベーション創出や作業効率

の改善につなげることである．しかし，単純に知識が多ければその目的を達成できるかど

うかについては議論されていない．そこで，知識共有において，個人の知識が多いことは

有効か，また，真に有効な人材は誰かを明らかにする．これは，（1）（2）で提案する知識

共有促進手法を有効に機能させるために必須である．

以下，先行研究を踏まえながら，それぞれの問題に対する本研究のアプローチを詳述

する．

(1)知識の大量喪失

知識の大量喪失とは，企業内で重要な知識を持った人々が一斉に転退職することによ

り，企業として保持・蓄積すべき知識が大量に失われることである．代表的な問題として

は，前述した 2007 年問題がある．また，2007 年問題への対策として様々なナレッジマ

ネージメントが模索されたが，その多くは過去の経験等から作成されていたため，その効

果は保証されていなかった．そのため，ナレッジマネージメントの有効性の検証が急務で

あった．そこで，人間の知識活動を表現するモデルを構築し，シミュレーションによりナ
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レッジマネージメントの有効性を検証する．計算機上に仮想の企業を作成し，仮想企業に

ナレッジマネージメントを導入することで，その効果を定量的に評価する．

企業組織を対象としたシミュレーションとしては，労働者のネットワーク構造から労

働効率を解析している研究 [33]がある．この研究では，労働者が共同作業を行う場合に，

自己組織化によりチームが形成されるとして，そのチームのパフォーマンスを解析してい

る．本研究と同様に企業でのナレッジマネージメントを扱った研究としては，犬塚ら [34]

の研究が挙げられる．犬塚らは，ナレッジマネージメントを成功させるには最適なマネー

ジメントスタイルを検討する必要があるとして，定量的な評価を試みている．同研究では

知識の再利用に着目している．特に形式知，暗黙知という区別を行わず，全ての知識が形

式知のように文書化可能としてモデル化することにより定量的な評価を行っている．そし

て，ナレッジマネージメントの導入によって組織内での知識獲得効率がどのように変化す

るかを解析している．他にも複数の企業が互いに知識を提供しながらイノベーションを達

成していく様子を表現したモデル [35, 36]や，プロジェクトチームの構成によるパフォー

マンスを分析するモデル [37]がある．

これらの研究に対し本研究では，現実の問題である「知識の大量喪失」を扱い，同問題

を予防するナレッジマネージメントである知識データベース，ナレッジマネージャを提案

する．知識データベースとは，知識を保存・獲得するためのデータベースである．ナレッ

ジマネージャは，知識データベース内の知識が陳腐化するのを防止する役職である．ま

た，これらのナレッジマネージメントを評価するために，シミュレーションによる定量的

評価手法を提案する．企業で働く労働者をエージェントとし，各エージェントが知識を用

いて作業する様子を表現する．これにより，提案するナレッジマネージメントの有効性を

定量的に評価でき，また企業の規模や形態による有効性の評価も容易になる．特に，組織

内での各個人のパフォーマンスに着目する．すなわち，各個人が自分の持つ知識を用いて

作業した場合の作業効率からナレッジマネージメントの有効性を論じる．さらに，2007

年問題をシミュレーション上に表現し，ナレッジマネージメントが同問題に対して有効か

どうかを検証する．既存研究のようにパフォーマンスや知識共有の効率のみで評価するの

ではなく，パフォーマンス，および現実の問題への有効性の，両面から評価することで，

現実に即したナレッジマネージメントの提案・評価が可能になる．

(2)コスト制約下における人員調整

ナレッジマネージメントとして，データベースや専任の役職の活用は有効であるもの

の，新規ツールの作成・導入や管理には多大なコストが必要となる．そこで，組織構造や

人員配置を考え，ツールに依存せず知識が活用される状況を構築することも重要となる．

特に，一定のコスト制約が存在した場合，正社員だけでなく，派遣社員や契約社員のよう

な一定期間で企業を出入りする人々の活用を考える必要がある．そこで，コスト制約下に
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おける有効な組織構造，人員調整を検討する．

組織の設計，運営などを解析する手段としては，OrgAhead [38]や SimVision [39]な

どのシミュレーションツールがある．与えられた作業に組織が適応していく状況を焼きな

まし法を用いてモデル化した OrgAheadでは，作業の特性ごとに最適な組織形態を探っ

ている．一方，組織内で流通している情報に着目して組織をモデル化した SimVision で

は，作業の工程計画に対して最適な情報流通構造を探っている．

また，このような組織構造，人員調整の問題では，役職に代表される組織構造に限らず，

人間関係のネットワーク，すなわち人的ネットワークを考慮する必要がある．ネットワー

ク上における知識や情報の共有に関しては，一般に情報伝播の面から捉えられており，イ

ンターネットや社会ネットワークなど，様々なネットワークを対象として研究が行われて

いる．インターネットを対象とした研究として，Gruhlらのブログを通じた情報伝播のモ

デル化が挙げられる [40]．情報発信媒体としてのブログに着目した Gruhl らは，異なる

ブログで同一内容の記事が書かれることを情報の伝播とみなした．そして，個々のブログ

をノードとしてネットワークを構築し，構築されたネットワーク上で確率的に情報が伝播

していくモデルを提案している．

社会ネットワーク上における情報伝播を扱った代表的な研究としては，Granovetterが

行った社会ネットワーク上での情報伝播や商品普及のモデル化が挙げられる [41]．ある情

報を持つ人が自分の周囲に一定数以上存在した場合，自分にその情報が伝わるというモデ

ルを構築することで口コミやバンドワゴン効果を表現している．

また，計算機シミュレーションの分野においては，情報伝播モデルは一般化されてお

り，LT（Linear Threshold）モデル [42] や IC（Independent Cascade）モデル [43]が

代表的である．これらのモデルは，ある情報がネットワーク上で伝播していく現象を表現

する数理モデルであり，次の仮定が存在する．

• ノードは “アクティブ”か “非アクティブ”のどちらか一方の状態をとる

• 情報伝播により “非アクティブ”なノードが “アクティブ”に変化し，逆の変化は生

じない

そして，LTモデルでは，各ノードに情報伝播の閾値を，各リンクに重みをそれぞれ設定

し，アクティブなノードとのリンクの重みの和が閾値以上であれば情報が伝播する．一

方，ICモデルでは，リンクごとに設定された伝播確率によって確率的に情報が伝播する．

これらの情報伝播を扱った研究では，主に静的なネットワークを対象としている．すな

わち，構造が変化しないネットワーク上において，情報伝播の速度，範囲などを中心に論

じている．しかし，企業内においては，作業や異動，転退職によって人的ネットワークが

動的に変化していく．

本研究では，これらの研究とは異なり，動的に変化するネットワーク上での知識共有問
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題を扱う．特に，ノード，リンクの両方が増加するネットワークの成長ではなく，ノード

数を固定し，リンク構造の変化のみを扱うことで，短期的な視野を対象として分析する．

また，一般的な情報伝播モデルのように，情報伝播が自然に生じるのではなく，必要な時

に必要なノード間で生じるものとする．これにより，噂のように自然に伝播するものでは

なく，必要な時，必要な人の間で共有される知識を対象とした分析を行う．そして，派遣

社員を考慮したワークシェアリング実施手法を検討する．ワークシェアリングは，2009

年初頭に社会問題となった「派遣切り」に代わり，人的コストを削減する手法として期待

されている．ここでは，企業全体の作業効率を維持するワークシェアリング実施手法を提

案し，その有効性をシミュレーションによって検証する．

(3)膨大な知識がもたらす弊害

一般に，膨大な知識を持つ人々は，革新的なアイディアや製品を考える人々，すなわち

“イノベーティブ” な人々であると考えられている．知識共有を行っていく上でも，膨大

な知識を持つ人々，あるいは広範な知識を関連付けられる人々は重要な役割を担っている

とされる．しかし，現代社会は，情報爆発の時代 [44]と言われるほど流通する情報量が増

加しており，そのような状況下においても，膨大な知識を持つ人々が真に “イノベーティ

ブ”であるかは不明である．そこで，情報が多様化した状況下において，膨大な知識を持

つ人々が他者に対してどの程度影響を及ぼすか，あるいは集団内においてどのような役割

を果たしているのかを分析する必要がある．

知識を持つ人々の集団内での役割や影響力を考える上では，情報伝播によるモデル化

が有効である．そのような情報伝播のモデル化は，古くは疫学の領域で行われている．

伝染病の流行を考えた場合，初期感染者の数によってその後の流行の度合いが異なる．

人々の間で感染する状況を情報が広まる状況とみなせば，感染の結果を情報伝播の結

果と考えることができる．そのため，疫学を基にして作成されたモデルが現在でも代表

的な伝播モデルとして利用されている．伝染病を考えた最も古典的なモデルとしては，

Kermack-McKendricモデル（SIRモデル）[45]が挙げられる．同モデルでは，伝染病に

おける，感染候補者群（Susceptible），感染者群（Infected），免疫保持者群（Recovered）

の各人数の増減を微分方程式で表現している．また，SIRモデルの前提として，一度病気

から快復し，免疫が出来た集団は二度は感染しない．この前提を排し，快復後も感染の

可能性があるとしたモデルを SIS モデルと呼ぶ．これらのモデルは単純な微分方程式に

よって表現されており，個体の特性や，個体群のつながりは考慮していない．そこで，モ

デルを拡張し，ネットワーク上での伝播を扱った研究 [46–48] や地理的な要因を導入した

研究 [49,50]がある．

計算機シミュレーションの分野では，前述した LTモデル，ICモデルが広く用いられて

いる．そして，これらの伝播モデルを用いて，初期に情報を持つノード群の影響力を分析
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した研究 [51,52]がある．

普及論やマーケティングの領域における商品・情報の伝播に関しては，商品の採用時期

によって，ユーザを 5層に分類した Rogersの研究 [53] が代表的である．商品普及やマー

ケティングにおいては，5層の中でも最初期に採用を行うイノベータ，およびその次の層

であるアーリーアダプターが重要であるとされている．ユーザを商品採用時期によって分

類した Rogers モデルの考えを基に，Bass は，ネットワーク内の情報伝播を「模倣係数

(q)」，そして技術の社会に対するインパクトを「革新係数 (p)」とし，商品普及のモデル

化を行った [54] ．また，利用者数の増加に伴って各利用者の効用が増加する財，すなわ

ち「ネットワーク外部性」効果が影響する財の普及に関しては，Rohlfsの「クリティカル

マス」モデル [55] がある．同モデルでは，初期の一定数のユーザ間に普及するまでは普

及の進展に拍車がかからないが，普及ユーザ数が「クリティカルマス」ポイントと呼ばれ

る数まで達すると，その後は急激に普及が促進されることを，簡単なモデルで表現してい

る．そして，1種類の財ではなく，2つの競合する財を扱った研究としては，Arthurの経

路依存モデル [56] が挙げられる．経路依存性モデルでは，収益遁増となるような製品間

でのシェア争いを表現している．

これらのモデルでは，伝播の仕組みは異なっているが，少ない種類（1～2種類）の情報

が伝播するという共通の前提が存在する．しかし，これら既存研究のように少ない種類の

情報が伝播していく状況を扱うだけでは，多種多様，かつ大量な情報が伝わる昨今の情報

環境下で起こる諸現象を，うまく説明しきれない可能性がある．

そこで，本研究では，複数の情報が集団内を伝播する情報伝播モデルを提案する．これ

により，情報が多種多様に存在する現代の状況を表現し，少ない種類の情報を扱った既存

の情報伝播モデルが表現しきれない現象の発生について考察する．また，提案モデルで

は，集団内の人々がそれぞれ異なる種類・量の情報を持つ状況を表現する．これにより，

個人が所持する情報の多寡という個人の特性に踏み込んだ分析が可能になる．特に本研究

では，既存研究において，情報を多く持ち情報伝播に対して影響力を持つと言われている

イノベータが，情報の多様化によってどのような挙動をするかに焦点を当てて分析する．

そのために，ある個人が情報の発信源になる度合いを，その個人が持つ影響力と定義す

る．そして，1～2 種類の情報を扱った Rogers，Bass，Arthurの議論が示しているよう

に，少ない種類の情報しか存在しない場合にはイノベータの影響力が最大となることを示

す．次に，情報の種類が増加した場合に，イノベータの影響力がどのように変化するか，

またどのような人物が最大の影響力を持つかを検証する．最後に，情報の種類数だけでな

く，情報の発信量が変化した場合について検証し，考察する．
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1.3 本論文の構成

以下，第 2 章では，知識共有が必要とされる問題として，知識の大量喪失を取り上げ

る．特に，その代表事例であった 2007年問題を取り上げる．そして，知識の大量喪失へ

の対策として，知識データベースおよびナレッジマネージャの導入という 2種類の知識共

有手法を提案する．提案する知識共有手法を評価するために，各エージェントが各々の知

識を共有しながら作業する知識共有モデルを提案する．そして，同モデルを用いたシミュ

レーションにより，知識の大量喪失に対する提案手法の有効性を検証する．

第 3章では，コスト制約下での人員調整の問題について取り上げる．特に，人員調整に

より，人間関係が動的に変化していく状況における知識共有手法を考える．なお，第 2章

で提案したモデルでは，ナレッジマネージメントの分析を中心に行うため，人間関係を考

慮していない．そこで，第 2章で提案したモデルとは異なる，人間関係の影響を導入した

モデルを新たに構築する．そして，人員調整で利用される派遣社員の問題を取り上げる．

派遣社員が組織を出入りすることにより，人間関係が動的に変化する．そのような状況に

おいて，作業効率を保持するための知識共有手法を提案する．なお，本手法提案当時，世

界的な大不況であったため，企業内の派遣社員を一斉解雇する「派遣切り」が問題となっ

た．そこで，「派遣切り」の代替案としてのマネージメント手法を提案し，その効果を検

証する．

第 4章では，膨大な知識がもたらす弊害について考える．一般に，知識は多く持つほど

良いとされ，ナレッジマネージメントの多くも個々人の知識を増やすために存在する．本

論文の第 2 章，第 3 章でも同様の前提に基づき，全体の知識を増やすためのナレッジマ

ネージメントを提案している．しかし，知識を多く持つことで逆に創造性が失われる [57]

等，知識を多く持つことによる弊害も報告されている．そこで，知識の共有を情報の伝播

と捉え，シミュレーションにより知識を多く持つことによる弊害を論ずる．これにより，

どのような人材が集団全体に影響を及ぼすかを分析し，知識を多く持つことが常に良いか

どうかについて論じる．

第 5章では，本論文の総括を行い，今後の展望について述べる．
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第 2章

ナレッジマネージメントのモデル化
と評価

2.1 知識の大量喪失

ナレッジマネージメントと呼ばれる，知識共有および知識創造を促進する手法が競争力

強化のため，またプロジェクトを成功に導くための有効な手段の一つとして注目されてい

る [5]．従来の経済学や経営学では，組織の競争力は資金，土地，労働力などで決定され

ると考えられてきた．しかし，日本企業の成功要因を分析した結果，競争力として重要な

のは土地や資源だけではなく，知識という各個人が持つ能力も重要であると考えられるよ

うになった [58]．その結果，企業や組織では組織内での知識創造，および知識共有が重視

されるようになった．

その一方で，これまで組織固有のノウハウや知識は組織内の各個人が保持するに留ま

り，組織的な活用が図られてこなかった．このような状態では，重要な知識を保持してい

る人間が組織を離れるとプロジェクトが機能せず，組織全体の作業能率が著しく低下す

るなどの問題が指摘されている [1]．多くの経験，ノウハウを持った人間が一斉に組織を

離れることにより，今まで培われた多くの知識，技術が失われる危険性がある．このよ

うな問題の例としては，2007 年に生じた 2007 年問題がある．労働政策研究・研修機構

が 2004 年 12 月から 2005 年 1 月にかけて行った「人口減少社会における人事戦略と職

業意識に関する調査」によれば，調査当時に 2007年問題への対策を行っていない企業は

49.4%と約半数に上っていた [59]．さらに，定年延長や継続雇用による対策を行っていた

企業が 26.3%であり，対策の中心が知識の継承ではなく，問題の先延ばしとなっていた

と言える．中には，高齢者退職の影響が無く，対策を行う必要が無い企業も存在していた

と考えられる．しかし，その他の企業においては，次世代へ知識を継承することの重要性

が認識されながらも，そのための積極的な方策は採られなかったと言える．
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このような状況下において，2004年に高年齢者雇用安定法が改正され [60]，企業は以

下の 3種のどれか一つを導入することが義務づけられた．

• 定年の引き上げ
• 継続雇用制度の導入
• 定年の廃止

その結果，2008年度の雇用動向調査によれば，調査時点で全常用雇用者に占める 60歳以

上の割合は 10.0% となった [61]．同割合が 2004 年時点では 7.6% であったことを考慮す

れば，60歳以降も働いている人々が増えていることを示している．しかし，雇用延長，再

雇用等の制度は，一般的には年齢制限（65歳まで）が存在する．そのため，雇用延長され

た人々が知識を継承せずに退職してしまう「2012年問題」が生じるのではないか，と危

惧されている．そこで，同様の問題を繰り返さないためにも，知識の大量喪失に備えたナ

レッジマネージメントが必要となる．

ただし，ナレッジマネージメントの提案は容易ではない．その一因として，ナレッジマ

ネージメントの有効性の評価が困難なことが挙げられる．ナレッジマネージメントの効果

は，単純に企業の売上や特許の数等によって測ることはできない．現状では，ナレッジマ

ネージメントの有効性評価はアンケート等の主観評価に頼らざるを得ない．また，提案さ

れたナレッジマネージメントが適用可能な範囲も問題となる．企業は業種，形態，規模に

よって様々であり，そこで求められる知識も異なる．そのため，幾つかの企業で有効性が

確認されたとしても，他の企業においても同様に有効であるとは限らない．また，多様な

企業で検証するためには，資金や時間等，様々なコストが必要となり現実的ではない．そ

こで，人間の知識活動を表現するモデルを作成し，シミュレーションによりナレッジマ

ネージメントの効果を検証することを考える．計算機上に仮想の企業を作成し，仮想企業

にナレッジマネージメントを導入することで，ナレッジマネージメントの効果を定量的に

評価する．特に，知識の大量喪失に備えたナレッジマネージメントを提案すると同時に，

シミュレーションによるナレッジマネージメントの定量的評価手法を提案する．なお，ナ

レッジマネージメントは本来，知識共有を促進するだけでなく，知識の創造，発展も促進

するが，ここでは分析を容易にするために，知識共有の促進のみに着目する．

以下，2.2節で本章で提案する知識共有モデルを定義し，2.3節で知識共有モデルを用い

たシミュレーションの流れを述べる．次に，2.4節，2.5節で提案するナレッジマネージメ

ントの効果を検証し，2.6節で知識の大量喪失に対するナレッジマネージメントの有効性

を示す．そして，2.7節で本章の議論をまとめる．
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図 2.1 知識共有モデルの概要

2.2 知識共有モデル

2.2.1 モデルの概要

本研究では個々のエージェントの動作を記述することにより，組織全体の振る舞いを解

析する．ここでは，経理，開発，営業などいくつかの部門より構成された企業組織を考え

る．そして，その構成員である労働者，およびナレッジマネージャをエージェントとす

る．ここで，ナレッジマネージャとは，知識の獲得，流通，活用を行うために知識を管理

する専門職である．また，作業の対象としてタスクを設定する．タスクは現実のプロジェ

クトに相当する．

作業とは特定の知識を使用して行うものと考え，各エージェントは所持する知識に応じ

て作業を行う（図 2.1）．作業時に現状の知識では十分なパフォーマンスが得られない場

合，エージェントは他のエージェントと知識を共有するか，ツールなどを用いて作業に必

要な知識を獲得する．なお，パフォーマンスとはエージェントが一回の作業によって達成

できる作業量とする．

本モデルでは 1ステップを 1日とする．また，1年を 365日としてシミュレーションを

行う．ただし，休日や祝日などは考えないものとする．

以下，まず本モデルで扱う知識と労働者エージェントを定義する．次に，作業対象とな

るタスクを定義する．最後にナレッジマネージメントである知識データベース，ナレッジ

マネージャを定義する．
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2.2.2 知識の定義

知識の種類

一般に，知識には，個人の体験に基づく知識のような経験による経験知と，文書に記さ

れている知識のような経験によらない形式知があると考えられる．前者は職人芸のよう

な，経験することにより入手する知識である．このような知識は容易に文書化ができず，

伝達が困難な知識である．逆に後者は，本などの文書を読めば入手可能な知識である．こ

のような知識は，マニュアル化された接客手順などのように，そのマニュアルを読むこと

により大部分を習得できる．そこで本モデルでは，知識として形式知，経験知の二種を取

りあげる．

本モデルでは形式知，経験知をそれぞれM 次元のベクトル k，eとし，次式のように定

義する．

k = [k1, k2, · · ·, kM ] (2.1)
e = [e1, e2, · · ·, eM ] (2.2)

ただし，M は組織全体で使用される知識の総数とする．添え字が同じ要素（ex. ki と ei）

は同じ知識の種類を表し，各要素は，たとえば自動車運転，情報工学，経理など特定の知

識に対応する．なお，本モデルでは，どの種類の知識にも形式知，経験知の両方が存在す

るものとする．各要素は次式の範囲の実数値をとる．

0 ≤ki≤ 1 (2.3)
0 ≤ei≤ 1 (2.4)

( i = 1, 2, · · · ,M)

また，各要素の値はそれぞれの知識の量を表し，値が大きければ大きいほどその知識を高

度に，かつ多く持っていることを示す．これにより，伝統工芸などの経験が重要な作業と

マニュアル化された処理などの形式的な作業との差別化を図る．

後述する労働者エージェントはこれら経験知，形式知を有する．本来このような知識

は，暗黙知，形式知が企業組織内で変換・移転されながら発展するように，相互に影響す

ると考えられる．しかし，相互に影響するような複雑な要素を導入すると，社会シミュ

レーションにおける KISS（Keep It Simple and Stupid）原理 [62]に反し，かつ解析が

困難となる．ここでは，それぞれの知識の習得しやすさや，独学やツール等の獲得方法の

差異を表現することが目的であることから，知識を形式知，経験知の 2 種類とする．ま

た，それらの値は独立であり，相関は無いものとする．どちらか一方のみが大きい場合，

例えば形式知 ki のみ大きい場合は，理屈や理論はわかるが，感覚的な理解が得られてい
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ない状態となる．経験知 ei のみ大きい場合は，感覚ではわかるが理論などはわからない

状態を意味する．

なお，一般に，知識にはメタ知識と呼ばれる「知識に関する知識」が存在する．メタ知

識は，自分が何を知っているか把握しているか，あるいは自分が持つ知識の関連性につい

て知っているか，といった知識である．メタ知識の管理もナレッジマネージメントの重要

な課題ではあるが，ここでは知識共有と知識利用のパフォーマンスに焦点を当てるため，

メタ知識は扱わない．

学習による知識の表現

一般的に，知識を一定以上得るとそれ以上の知識を得るのが困難になる．すなわち，学

習量と知識量の関係は線形ではないと考えられる．また，習熟度と労働量の関係を指数で

表したWright の学習曲線 [63] によると，習熟度が増加しても単位あたりの生産コスト

（作業時間）は線形に減少しない．知識の定義として，Wrightの学習曲線を直接適用する

ことはできない．ただし，習熟により知識が獲得され，その知識が直接作業に利用される

と考えれば，習熟度と知識の関係も非線形になると考えられる．そこで，本研究では知識

量と学習量の関係を次式のように定義する．

ki, ei =
{

α log(li + 1) if (0 ≤ li < exp( 1
α ) − 1)

1 otherwise (i = 1, 2, · · · , M) (2.5)

ここで li は知識 ki, ei の学習量であり，0 以上の実数値をとる．また，α は学習による

知識の増加量を決定する学習率である．学習率 α が大きい知識は学習が容易な知識を示

し，αが小さい知識は学習が困難な知識を示す．例として α = 0.3とした場合を図 2.2に

示す．

知識の陳腐化

知識の中には様々な要因により価値が減少していくものがある．例えば，製産が終了し

た製品に関する知識のように，無駄ではないが価値が減少するものがある．また，科学技

術は新たな発見があれば古い知識は必要なくなることもある．このように知識の価値が減

少することを知識の陳腐化と呼ぶ．知識の価値の減少は質的変化であり，陳腐化した知識

は価値が減少し役に立たなくなる．役に立たなくなった知識は作業において利用できなく

なるとすれば，知識の陳腐化は，利用可能な知識量の減少として考えることができる．

本モデルでは知識の陳腐化を知識量の減少として表現する．知識量が減少する要因には

様々なものが挙げられるが，時間経過とともに技術やシステムが進歩することが大きな要

因になっていると考えられる．よって，時間経過とともに一定の割合で知識量を減少させ

ることによって陳腐化を表現する．
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図 2.2 学習量 li と知識量 ki, ei の関係

知識の減少は，形式知，経験知それぞれを一定周期で減少させることで表現する．すな

わち，知識の陳腐化を次式によって表現する．

e∗i = (1 − ϕ) × ei if γei
= 0 (2.6)

k∗
i = (1 − ϕ) × ki if γki = 0 (2.7)

( i = 1, 2, · · · ,M)

ここで，e∗i , k
∗
i はそれぞれ陳腐化した後の経験知，形式知であり，ϕは知識がどの程度陳

腐化するかを表す陳腐化率である．また，γei，γki はそれぞれ経験知，形式知が陳腐化す

るまでの残りステップ数であり，シミュレーションが 1ステップ進行するたびに 1減少す

る．なお，陳腐化の周期は，全ての知識の種類 iで同じ値を用いる．ここでは，陳腐化の

周期を整数 Γで表現する．知識の陳腐化が生じた場合，γei，γki の値を Γに設定する．な

お，学習，習熟により学習量が増加した場合も，陳腐化が生じた場合と同様，γei，γki の

値を Γに設定する．
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2.2.3 労働者エージェントとタスク

労働者エージェント

企業内で働き，作業する人間を労働者エージェントとする．労働者エージェントの集合

Aを次式によって定義する．

A = {a1, a2, · · · , aN} (2.8)

なお，N は企業内の労働者エージェントの総数である．労働者エージェントを次の要素

で表現する．

• 所属部署
• 年齢
• 形式知・経験知
• データベース利用率

以下，各要素の詳細を述べる．

■所属部署 所属部署は，労働者がどの部署に属しているかを示す．本モデルでは，各労

働者エージェントは自分の所属する部署でのみ作業し，他の部署のタスクには一切関わら

ない．所属部署はシミュレーション開始時に各部署均一な人数になるように設定される．

■年齢 労働者エージェント aj の年齢を yj で表す．労働者エージェントの年齢は，現

実の年齢ではなく労働を開始してからの経過時間，すなわち経験年数で表現する．年齢

は 0 以上の整数値で表現され，1 ステップ経過する度に +1 されていく．年齢は労働者

エージェントの転職，退職の判定のために用いられる．転職，退職については 2.3.1節で

述べる．

■形式知・経験知 各労働者エージェントは 2.2.2節で述べた形式知，経験知をそれぞれ

持つ．労働者エージェント aj の初期状態において，ある種類 iの知識 ki，ei を持つ確率

Hj を以下のように定義する．

Hj = 0.2 + 0.4 × yj

Y
(j = 1, 2, · · · , N) (2.9)

ここで yj は aj の年齢，Y はシミュレーション上で一意に決定される労働者エージェント

の寿命である．また，本モデルでは知識の種類 iごとに差異を設定していないので，iに

は依存しない．式（2.9）より，労働者エージェントが最初に持つ知識は，年齢が高ければ

各知識を持つ確率が高くなるため，年齢が高ければ高いほど多くの種類の知識を所持しや

すくなる．これは，高齢であればあるほど，過去の経験から知識を豊富に持つことを表現
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する．ただし，Hj は所持する知識の種類を決定するために用い，その知識量には影響し

ない．各知識 ki，ei の初期値は，学習率 α = 0.3において初期知識量の範囲が [0, 1]にな

るように，それぞれの学習量 li を [0, 25]の一様乱数で決定した．また，シミュレーショ

ン実行時の初期値への依存が少なくなるように，式（2.9）中の各定数を設定した．

■データベース利用率 データベース（DB）利用率とは後述する知識 DBの利用率であ

る．一般に知識 DBに限らず，ソフトウェアや特定の道具は，利用して何か得られるもの

があれば，以降も利用される．逆に，利用により得られるものが無ければ，それ以降利用

される可能性は小さくなる．そこで本モデルでは，各労働者エージェントに対し，DB 利

用率を定義することで，知識 DB に対する利用率を決定する．各労働者エージェントの

DB利用率は，知識 DBから知識を入手できた場合に増加し，できなかった場合に減少す

る．また，知識 DB は常に中身が変化している．このような DB は，一旦利用されなく

なっても，利用者の気まぐれや偶然等で DBの中身が閲覧されることがある．その時に，

利用者にとって有用な知識が保存されていれば，その後改めて DBが利用される可能性が

ある．すなわち，知識 DBがほとんど利用されない場合でも偶然利用される可能性が考え

られる．以上より，DB利用率を次式によって定義する．

S = 0.3 log(s + 1) + 0.05 (2.10)

ここで，S は DB利用率，sは 0以上の整数であり，知識 DBからの知識獲得に成功した

回数と失敗した回数の差である．また，式中の確定数は，5∼6回利用すれば，今後 2回に

1回程度の割合で利用するよう設定した．シミュレーション中では s を増減させることに

より，DB利用率を変化させる．これにより，労働者エージェントが知識 DBからの知識

獲得に成功すれば知識 DB を利用する確率が上がり，知識 DB からの知識獲得に失敗す

れば知識 DBを利用しなくなっていく状況を表現する．また，下限となる値 0.05を設定

することで，暫く利用されなくとも，偶然に利用される可能性があることを表現する．な

お，一般には，知識 DBのようなツールが導入初期から常時活用される状況は少ないと考

えられる．そこで，DB利用率の初期値が高くても 0.7程度となるように，sの初期値を

[0, 10]の範囲の一様乱数で決定する．

タスク

労働者が一人，または複数人で作業する対象をタスクとする．本モデルにおいてタスク

は，処理に必要な作業量，そしてその作業に必要な知識を特性として持つ．また，マニュ

アル化された処理のように形式知のみが必要とされる作業，伝統工芸のように多くの経験

知が必要とされる作業など，作業によって要求される形式知と経験知の割合は異なると考
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えられる．

以上より，各タスクを以下の要素で表現する．

• 必要作業量
• 形式知重み・経験知重み
• 所属部署

必要作業量，形式知重み，経験知重みをそれぞれM 次元のベクトル r，u，v で表し，次

式によって定義する．

r = [r1, r2, · · · , rM ] (2.11)
u = [u1, u2, · · · , uM ] (2.12)
v = [v1, v2, · · · , vM ] (2.13)

なお，ri は知識 iによる作業がどの程度必要かを示し，次式を満たす．

0 ≤ ri ≤ 2 (i = 1, 2, · · · ,M) (2.14)

また知識 iの形式知重み ui，経験知重み vi は，知識 iを用いて行う作業において，どの

程度の割合で形式知，経験知それぞれが必要かを示している．なお，ui, vi は次の式を満

たす実数値とする．

ui + vi = 1 (0 ≤ ui, vi ≤ 1) (i = 1, 2, · · · ,M) (2.15)

また，労働者エージェントと同様にタスクにも所属部署を設定する．これは，通常，プロ

ジェクトや仕事が部署やグループ単位で行われることを表現する．ただし，所属部署はタ

スクの特性に影響することはない．

2.2.4 知識データベース（DB）

知識共有の代表的な手段として，グループウェア*1がある．グループウェアは組織，あ

るいはプロジェクトのメンバーが情報を登録，読み出しをしながら情報の共有を行う．文

書化が容易な形式知に限らず，作業の手順やノウハウなどといった情報を保存することに

より，経験知を保存可能としているものもある [3, 4]．

本モデルではグループウェアなどの知識共有ツールを一般化し，知識を保存，抽出する

ための知識 DBと定義する．知識 DB内には形式知，経験知の両方が保存されており，保

存されている知識は常時獲得可能である．知識 DB利用による学習量の増加量は，保存さ

れている知識の量に依存する．なお，一般的に，知識の提供・保存にはコストが必要であ

*1 代表的な製品としては，IBMの Lotus Notesやサイボウズ株式会社のサイボウズ Officeがある．
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り，提供者に何らかの利得が無ければ提供・保存されない可能性が高い．よって，知識保

存に対する報酬を設定するか，知識保存を確実に行わせるルール作りが必要となる．本モ

デルでは，知識 DB利用後は可能な限り知識を保存する，というルールを設定する．すな

わち，知識 DBから知識を獲得した労働者エージェントは，自分が所持する知識の一つを

選択し知識 DBに保存する．

2.2.5 ナレッジマネージャエージェント

ナレッジマネージメントは主に労働者が主体となって行われるが，ナレッジマネージャ

やナレッジオフィサといったマネージメントを主導する役職を導入する場合がある [64]．

このような役職にある者はプロジェクト内での知識管理や，知識 DBを有効に活用するた

めに知識の保存や整頓を積極的に行う．特に，知識 DBは時間とともに使われなくなると

いう失敗事例が多く，知識管理を行う役職は重要となる [65]．

本モデルでは，知識 DBを整頓，管理する役職の者をナレッジマネージャエージェント

として定義する．ナレッジマネージャエージェントは，知識 DB 内の知識を更新するこ

とで，保存されている知識の陳腐化を軽減する．ただし，知識の陳腐化を軽減するために

は，対象となる知識が必要になると考えられる．そこで，ナレッジマネージャエージェン

トは，労働者エージェントから知識を一時的に獲得し，陳腐化を軽減する．以降，ナレッ

ジマネージャエージェントが労働者エージェントから知識を一時的に獲得することを，知

識の抽出と呼ぶ．

2.3 知識活動の表現

2.3.1 概要

本節では，企業における知識活動の表現として，提案モデルを用いたシミュレーショ

ンの進行手順について述べる．本シミュレーションにおける 1 ステップの流れを以下に

示す．

(1) タスクの生成

(2) 各エージェントの行動処理

• 労働者エージェントの行動処理（タスク処理・知識獲得）
• ナレッジマネージャエージェントの行動処理

(3) 転退職の判定

タスクはステップの開始時に，現在の各部署の残存タスク量から確率的に生成される．各

エージェントの行動処理は労働者エージェント，ナレッジマネージャエージェントの区別
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なく，ランダムな順番で行われる．全てのエージェントの行動処理後，労働者エージェン

トを対象として転職・退職の判定処理を行う．

以下，それぞれの流れを詳述する．

2.3.2 タスクの生成

本モデルでは一つのタスクを企業における一つのプロジェクトと考える．企業において

新しいプロジェクトが開始される状況は様々であるが，通常，プロジェクトに割ける人員

が確保できなければ新規プロジェクトを開始しない．そこで，本モデルでは現在の各部署

の残存タスク量に従ってタスクを生成する．もし，ある部署において，残存タスクが 10

未満であった場合，次式のタスク生成確率に従ってタスクを一つ生成する．

　タスク生成確率 = 1 − 0.1 ∗ (部署内の残存タスク数) (2.16)

すなわち，当該部署において，残存タスクが多ければタスクが発生しにくくなる．逆に残

存タスクが少ない，すなわち人手に余裕がある場合はタスクが発生しやすくなる．また，

当該部署に 10以上タスクがある場合はタスクが全く発生しなくなる．生成されるタスク

の必要作業量，形式知重み，経験知重みは一様乱数で決定される．なお，各部署に生成さ

れるタスクは 1ステップに 1つまでとする．これにより，人員の余裕を見ながら逐次仕事

が追加されていく状況を表現する．また，部署内のタスクの個数が，同部署内に存在する

エージェントの数より多くならないように式中の定数を設定した．

2.3.3 労働者エージェントの行動処理

労働者エージェントは次の状態をとる．

(1) 未行動

(2) 作業

(3) 学習

(4) 教育

(5) 知識保存

労働者エージェントは現在の自分の状態から次の行動を決定し，上記のいずれかの状態に

遷移する．

(1)未行動 労働者エージェントが何も行動していない状態であり，労働者エージェント

の初期状態となる．他の労働者エージェントから，知識の共有元である教師役として選択

されると教育状態に遷移する．教師役に選択されず，自分の部署にタスクがあるならば部
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図 2.3 労働者エージェントの行動

署内のタスクを無作為に選択し，作業状態に遷移する．

(2) 作業 労働者エージェントがタスクに対して作業している状態である．労働者エー

ジェントが作業する場合の動作の概要を図 2.3 に示す．労働者エージェントは 1ステッ

プに 1回のみ作業を行う．もし，対象としているタスクが終了した場合は未行動状態に遷

移する．作業するにあたり，十分なパフォーマンスが発揮できない場合，学習状態に遷移

する．

(3)学習 足りない知識を補うために労働者エージェントが学習している状態である．知

識を得るのに必要なステップが経過するまでは他状態に遷移しない．知識を手に入れた時
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表 2.1 知識 DBへの保存コスト

書込コスト（ステップ）

形式知 1

経験知 2

点で作業状態に遷移する．学習に知識 DBを使用した場合は，知識保存状態に遷移する．

(4)教育 他の労働者エージェントによって教師役に選択され，知識を伝達している状態

である．この状態になった場合，知識の伝達が終了するまで現状態を維持する．知識の伝

達が終了した後，未行動状態に遷移する．

(5) 知識保存 知識 DBに知識を保存している状態である．労働者エージェントが知識

DBから知識を獲得した後，この状態に遷移する．知識の保存が終了した後，作業状態に

遷移する．知識 DB には知識保存に必要な保存コストが設定されている．保存コストは

形式知，経験知で異なり，表 2.1のように設定される．

知識 DBの知識量は，ノウハウや機器の操作手順など様々な知識が保存されることによ

り増加する．本モデルでは，知識 DBへの知識の保存は学習量を増加させることによって

表す．労働者エージェントの書き込みによって増える学習量は形式知，経験知で異なる．

形式知の学習量の増加量は次式によって定義される．

U(ki) = ⌊(ki − τ) × 10⌋ (2.17)
U(ei) = ⌊(ei − τ) × 10⌋ (2.18)

(i = 1, 2, · · · ,M)

なお，U(ki)，U(ei) はそれぞれ知識 DB に保存されている i 番目の形式知，経験知の学

習量の増加量である．また，ki，ei は知識保存を行う労働者エージェントの形式知，経験

知であり，τ は保存に必要な知識量を表す定数である．なお，知識保存を行う労働者エー

ジェントの知識量の多さにより，段階的に保存される量が増えるよう式（2.17），（2.18）

および各定数を設定した．ただし，一般に経験知の保存は困難なため，一回に増加する経

験値の学習量は 1を上限とする．

2.3.4 タスク処理

労働者エージェントは自分が所持する知識を用いて作業する．本モデルでは，労働者

エージェントの知識とタスクの形式知重み，経験知重みからパフォーマンスが決定され，

労働者エージェントは決定されたパフォーマンスに応じて作業する．ある労働者エージェ
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ントのパフォーマンスを次式のようにベクトルで表現する．

P = [P1, P2, · · · , PM ] (2.19)

そして，パフォーマンス Pi は労働者エージェントの知識 ki, ei とタスクの知識重み ui, vi

を用いて，次式で定義する．

Pi = uiki + viei (i = 1, 2, · · · ,M) (2.20)

本モデルにおいて，全ての労働者エージェントは合理的な行動をとり，最少の努力で最

大の効果が得られるよう行動するものとする．すなわち労働者エージェントは，必要作

業量が 0より大きく，Pi が最大となる知識を 1回の作業で 1つのみ選択する．選択され

た知識を用いて作業が行われると，次式に従ってタスクの必要作業量 ri が r∗i に更新さ

れる．

r∗i = ri − Pi (i = 1, 2, · · · ,M) (2.21)

労働者エージェントがタスクに対して行う作業の例を図 2.4 に示す．図 2.4 では，労働

者が自分の持つ知識と，作業対象であるタスクの各重みからパフォーマンスを算出してい

る．そして，パフォーマンスが最大（0.74）の知識を選択し，作業量を更新している．

なお，必要作業量の各要素が全て 0以下になった場合，そのタスクは処理が終わったも

のとする．ただし，パフォーマンスが不十分な場合，労働者エージェントはタスクに対し

て作業しない．ここで，ある労働者エージェントのパフォーマンスが不十分な場合とは，

次式を満たす場合である．

(∀i)Pi ≤ κ (i = 1, 2, · · · ,M) (2.22)

なお，κ はシミュレーション上で一意に定義される労働者エージェントの学習意欲であ

る．パフォーマンスが不十分な場合，労働者エージェントは知識の獲得を試みる．

2.3.5 知識の獲得

労働者エージェントが知識を獲得するのは，次のいずれかの場合である．

• 労働者エージェントが作業した場合
• 労働者エージェントが学習した場合

ただし，1ステップの間にこれらの行動が両方，あるいは複数回行われることはないもの

とする．
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図 2.4 タスク処理の例

作業による知識の獲得

人間が経験から様々な知識を体得していくことは一般的に知られている．また，Polanyi

の提唱した暗黙知では個人の持つ経験が重要であるとされる [1, 66]．暗黙知は個人が持つ

「こうである」という過去の経験や，「こうであるべきだ」という未来のイメージから形成

される．すなわち，個人の持つ知識はその個人の経験により形成，補強されていくと考え

ることができる．

そこで，労働者エージェントが経験知 ei を用いて作業した場合，ei の学習量 li を増加

させる．これにより，作業という行動により労働者エージェントが自分の知識を形成，補
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表 2.2 知識獲得に必要な期間および学習量 li の増加量

必要期間（ステップ） 形式知増加量 経験知増加量

（1）独学 2 2 0

（2）知識 DB 3 DB依存（最大 3） DB依存（最大 2）

（3）師事 14 相手依存（最大 3） 相手依存（最大 3）

（4）セミナー 30 3 2

強させていく様子を表現する．

学習による知識の獲得

知識の獲得手段として，経験による獲得の他に学習による獲得がある．

労働者エージェントは，作業しようとしたがパフォーマンスが不十分だった場合，学習

する．労働者エージェントが学習する場合，特定の知識獲得手段を一つ選択して知識の獲

得を試みる．獲得を試みる知識は，現在労働者エージェントが対象としているタスクにお

いて ri > 0かつ Pi が最大の iとする．すなわち，最も少ない学習量で作業できる知識を

選択する．実際の企業組織で使用される知識獲得手段は，主に次の 4種類に集約されると

考え，本モデルでも同様に設定した．

(1) 独学

(2) 知識 DBへアクセス

(3) 知識を持つ人に師事

(4) セミナーへ参加

本モデルでは，これらの手段にそれぞれ必要な期間を定める．表 2.2 に知識獲得に必要

な期間および学習量の増加量を示す．所定の期間が経過すると，獲得対象とした知識の学

習量が増加する．なお，手段の選択は最少努力の法則 [67]に従うものとする．すなわち，

知識獲得を試みる労働者エージェントは，必要期間の短い（1）（2）（3）（4）の順に試み

る．

(1) 独学 独学は他のエージェントに依存せず知識を獲得する方法である．本モデルで

は，独学を文献調査などによる独習とし，独学によって得られる知識を形式知に限定す

る．また独学による学習量の増加量は，対象となる知識，タスクに関わらず一定であると

する．ただし，文献調査などが用いられるのは，形式知が主に用いられる作業である場合

が多い．そこで，独学は対象のタスクにおいて形式知が主に用いられる場合にのみ用いら

れるものとする．すなわち，知識 iにおける形式知重み ui が，次式を満たす場合に独学



2.3 知識活動の表現 31

を行う．

ui > η (i = 1, 2, · · · ,M) (2.23)

なお，η は労働者エージェントが独学を行う閾値であり，iは入手を試みる知識の種類で

ある．

(2)知識 DBへアクセス 労働者エージェントは，自分が所持する知識の知識量より知

識 DBに保存されている知識量の方が多い場合，知識 DBを知識獲得手段として用いる．

すなわち，次式を満たした場合に知識 DBが利用される．

{
ki,DB > ki,aj if ui > vi

ei,DB > ei,aj otherwise (2.24)

(i = 1, 2, · · · ,M)
(j = 1, 2, · · · , N)

ここで，ki,aj，ei,aj は知識を獲得しようとしている労働者エージェント aj が持つ形式知，

経験知であり，ki,DB，ei,DB は知識 DBに保存されている形式知，経験知である．すなわ

ち，対象としている形式知重みが大きい場合は形式知を，経験知重みが大きい場合は経験

知を知識獲得手段選択の基準とする．そして，その知識量が労働者エージェントの所持す

る知識量より多ければ知識 DB を利用する．知識 DB の知識量が労働者エージェントの

知識量より少なければ師事，またはセミナーを用いる．

知識 DBに保存されている知識は，形式知，経験知ともに労働者エージェントによって

保存された知識である．すなわち，一旦は個人によって習得された知識が，明文化され保

存されたものと考えることができる．そのため，知識 DB内の知識は，他の知識獲得手段

よりは，習得しやすくなっている可能性が高い．そこで，知識 DBから獲得できる学習量

は，保存されている学習量と労働者エージェントの学習量との差とする．ただし，経験知

は形式知よりも習得が困難なことが多いため，一度に取得できる学習量は，形式知が 3ま

で，経験知が 2までとする．

(3)知識を持つ人に師事 知識を持つ人に師事することは，最も基本的な知識獲得手段で

ある．実際の企業では，OJTのように実経験を通して先達から知識を継承させる社員教

育などがある．

本モデルでは労働者間で知識を共有する．労働者エージェントは必要な知識を持つ他の

労働者エージェントを教師役として選択し，その教師役が持つ知識を共有する．ただし，

獲得対象の知識量が一定以上かつ未行動の労働者エージェントのみ教師役として選択でき

る．労働者エージェント aj の教師役となる労働者エージェント ap は，次式によって決定
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される．

ap = arg max
a∈A

{
ki,a > ki,aj if ui > vi

ei,a > ei,aj otherwise

}
(2.25)

(i = 1, 2, · · · ,M)
(j = 1, 2, · · · , N)
(p = 1, 2, · · · , N)

p ̸= j

また，師事による学習量の増加量は教師役となる労働者エージェントの知識量に依存し，

次式に従う．

U(ki) =
{

⌊(ki,ap − τ) × 10⌋ if ki,ap > ki,aj

0 otherwise (2.26)

U(ei) =
{

⌊(ei,ap − τ) × 10⌋ if ei,ap > ei,aj

0 otherwise (2.27)

(i = 1, 2, · · · ,M)
(j = 1, 2, · · · , N)
(p = 1, 2, · · · , N)
p ̸= j

すなわち，教師役となる労働者エージェントの知識量が τ より大きい場合にのみ，他の労

働者エージェントへ知識が伝達される．ただし，式（2.25）を満たす ap が存在する場合

でも，U(ki)，U(ei)が両方とも 0の場合，次の「（4）セミナーへ参加」を行う．

(4) セミナーへ参加 企業によっては社員を研修などで研究会やセミナーに出席させる

場合がある．また，優秀な社員は留学などによって長期に渡り社外に派遣される．企業が

これらのセミナーや留学に社員を派遣するのは，現在の事業，あるいは将来の事業を見越

して必要な知識を社員に身につけさせるためである．

本モデルでは，研修や留学などのように，長期にわたって社外で知識を獲得する行為を

セミナー参加と定義する．労働者エージェントが作業するために必要な知識を組織内で入

手できない場合，セミナーに参加するものとする．セミナーは，獲得できる知識を限定せ

ず，どのような知識も経験知，形式知の両方を一定量得ることができるものとする．

2.3.6 ナレッジマネージャエージェントの行動処理

ナレッジマネージャは次の状態をとる．
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(1) 探索

(2) 知識抽出

(3) 知識管理

以下，各状態について説明する．

(1)探索 ナレッジマネージャの初期状態となる．この状態のとき，ナレッジマネージャ

は知識 DB陳腐化の軽減を試みる．まず，知識 DBの形式知，経験知の両方の中で最も更

新されていない知識を選択する．ここで，更新されていない知識とは陳腐化の時期が近い

知識であり，次式によって定義される知識の種類 i∗ である．

γm(i) = min(γei,DB
, γki,DB

) (2.28)
i∗ = arg min

i
γm(i) (2.29)

(i, i∗ = 1, 2, · · · ,M)

ここで，γei,DB，γki,DB は知識 DBに保存されている経験知，形式知それぞれの陳腐化ま

での残りステップ数である．そして，知識の種類 i∗ に関する知識を一定以上持っている

未行動状態の労働者エージェントを探す．なお，γki∗,DB
< γei∗,DB

となる場合は，形式知

を師事閾値 τ より多く持つ労働者エージェントを，そうでない場合は経験知を τ より多

く持つ労働者エージェントを探す．未行動状態の労働者エージェントを発見した場合，そ

の労働者エージェントを教育状態に遷移させ，知識抽出状態に遷移する．なお，抽出に関

するコストは 1ステップとする．もし未行動状態の労働者エージェントが見つからない場

合，現状態を維持する．

(2) 知識抽出 選択した知識を労働者エージェントから抽出している状態である．知識

抽出完了後，知識管理状態に遷移する．

(3) 知識管理 知識 DBに保存されている知識を管理し，陳腐化を軽減している状態で

ある．陳腐化の軽減には，労働者エージェントの知識保存と同様にコストが必要となる．

ただし，陳腐化の軽減は知識の維持管理の結果であり，知識の新規追加とは異なる．よっ

て，軽減のためのコストは形式知，経験知ともに 1ステップとする．このコストを支払っ

た後，知識 DB の陳腐化が軽減され，ナレッジマネージャは探索状態に遷移する．なお，

本モデルにおける陳腐化の軽減は，保存されている知識の整頓や簡単な更新程度を想定し

ている．そのため，知識が追加された場合に比べ，次に当該知識が陳腐化するまでの期間

は短いと考えられる．そこで，ここではその期間を 1月程度と想定し，陳腐化の時期を 30

ステップ遅らせることによって陳腐化の軽減を表現する．すなわち，次式によって陳腐化
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までのステップ数を更新する．

γ∗
ei∗,DB

=
{

γei∗,DB
+ 30 if ei,aj > τ

γei∗,DB
otherwise (2.30)

γ∗
ki∗,DB

=
{

γki∗,DB
+ 30 if ki,aj > τ

γki∗,DB
otherwise (2.31)

(i∗ = 1, 2, · · · , M)
(j = 1, 2, · · · , N)

なお，γ∗
ki∗,DB

，γ∗
ei∗,DB

はそれぞれ更新された陳腐化までのステップ数，aj は知識管理の

ために選択された労働者エージェントである．

2.3.7 転職・退職の処理

労働者エージェントは転職，退職を行う．本モデルでは，既存の労働者エージェントを

新規の労働者エージェントと交代させることで転職，退職を表現する．定年前に新規労働

者エージェントと交代することを転職，定年時に交代することを退職と定義する．

転職

一般に，社員が定年前に企業から離職する理由としては，解雇や転職が考えられる．こ

こでは，そのような定年前に企業から離職する行動を全て転職として扱う．

本モデルでは，労働者エージェントが一定の確率で新規の労働者エージェントと交代す

ることを転職と定義する．労働者エージェントは，各ステップの終了時に確率的に転職す

る．現実の転職率は時勢，年代によって様々である．しかし，一般的に若ければ若いほど

転職率が高く，高齢になると転職率が下がる．そこで，2005年度の転職率 [68]（図 2.5）

を参考に，労働者エージェント aj が転職する確率を次式のように設定した．

ajの転職確率 =
0.1218 exp(−yj/10000)

365
(j = 1, 2, · · · , N) (2.32)

ここでは，モデル上の yj = 0を現実の 20歳としている．式（2.32）では，若ければ若い

ほど転職しやすくなっている．

労働者エージェントが転職すると新規の労働者エージェントが生成される．生成される

労働者エージェントの所属部署は転職した労働者エージェントと同一である．また，一

般に，新しく企業に入社する人は，転職者と同様に若い世代が多い．そこで，新規労働者

エージェントの年齢は，分布の形が式（2.32）と同様になるように，次式で定義した．

新規労働者エージェントの年齢 = − log(1 − X

1.340
) ∗ 10000 (2.33)
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図 2.5 2005年度転職率のデータと近似曲線（2005年版中小企業白書より作成）

なお，X は [0, 1]の一様乱数である．

退職

本モデルでは労働者が定年になった場合を退職と定義する．労働者エージェントが一定

の年齢に達した時に，新規の労働者エージェントと交代することを退職とする．労働者

エージェントが退職する場合も，転職と同様に新規労働者エージェントを生成する．

2.4 知識 DB導入の効果

目的

本節では，知識 DBの有無，および知識 DB内に導入時に保存されている知識の量が企

業全体のパフォーマンスに与える影響を分析する．本シミュレーションでは，現実の企業

が，生産性の向上や業務効率の改善を目的としてナレッジマネージメントである知識 DB
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表 2.3 知識共有モデルのパラメータおよびシミュレーション設定

パラメータ名 値

シミュレーション期間 10000ステップ

労働者数 N 250

知識の総数 M 100

労働者エージェントの寿命 Y 14000ステップ

部署数 25

陳腐化周期 Γ 365ステップ

陳腐化率 ϕ 0.2

学習率 α 0.3

独学の閾値 η 0.8

学習意欲 κ 0.4

師事閾値 τ 0.7

試行回数 50

を導入する状況を表現する．

本来，このようなシミュレーションでは逆シミュレーション [69]などにより，現実を模

倣するためのパラメータを設定する必要がある．しかし，本モデルでは知識という測定困

難な対象を扱っているため，逆シミュレーションに必要な現実のデータを取得するのが困

難である．そこで本シミュレーションでは，知識DB無しの状態を基準とし，知識 DBを

導入した状態との結果の差異を比較することで，知識 DB導入の効果を明らかにする．ま

た，本モデルにおいて知識量の絶対値などは特別な意味を持たないため，相対的な値の大

小のみを比較する．

設定

モデルのパラメータ，およびシミュレーションの設定を表 2.3 に示す．なお，前述した

ように本モデルでは 1ステップを 1日とする．労働者エージェントの寿命は，人間の一般

的な労働年数が 40年程度であることを考慮し，シミュレーション上でも同様の期間とな

るよう 14000ステップとした．また，ナレッジマネージメントを導入するにあたり，世代

が交代するほどの年数で効果が表れるのでは遅いと考え，シミュレーション期間を労働者

エージェントの寿命より短い 10000 ステップと設定した．労働者エージェントの初期年

齢分布は一様分布とした．その他のパラメータに関しては，過去のマネージメントの導入

事例や，実際の企業での実例を基に設定した [4]．さらに，知識 DB無しの状態で一つの
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図 2.6 知識 DBの初期学習量（li）による処理タスク量の変化

タスクの処理期間が 2～3ヶ月程度となるように，各パラメータを調整した．

知識 DB内に導入時に保存されている知識量として，形式知，経験知の全ての要素の学

習量 li を一定の値に設定する．以降，知識 DB内に導入時に保存されている学習量を初

期学習量と呼ぶ．なお，初期学習量が 0 というのは知識 DB を用いない場合と等価であ

る．また，知識 DBの影響のみを分析するため，本シミュレーションではナレッジマネー

ジャは導入しない．

本シミュレーションでは，初期状態による影響を可能な限りなくすため，全てのシミュ

レーションにおいて事前に 20000ステップ実行する．その後，知識 DBを導入し，10000

ステップ経過させた後の結果を観察する．なお，乱数の影響を無くすために，上記の試行

を 50回行った平均を結果とする．

結果

図 2.6に知識 DBの初期学習量ごとの処理タスク量を，図 2.7に知識 DB利用者数の

推移を示す．また，図 2.8 に知識 DB の初期学習量による労働者の平均経験知量の推移

を示す．なお，知識 DB利用者数は各ステップにおける知識 DB 利用者数の平均を示し，



38 第 2章 ナレッジマネージメントのモデル化と評価

 0

 2

 4

 6

 8

 10

 0  2000  4000  6000  8000  10000

知
識

D
B
利

用
者

数

ステップ

初期学習量 li=1
初期学習量 li=5
初期学習量 li=9

図 2.7 知識 DB利用者数の推移

 40

 42

 44

 46

 48

 50

 0  2000  4000  6000  8000  10000

学
習
量

ステップ

初期学習量 li=9
初期学習量 li=5
初期学習量 li=1
初期学習量 li=0

図 2.8 知識 DBの初期学習量による労働者の平均経験知量の推移



2.4 知識 DB導入の効果 39

平均経験知量は労働者エージェントの経験知の総和を平均したものである．

図 2.6より，知識 DBを導入し，かつ知識 DBの初期学習量が多いほど処理されたタス

クが多いことがわかる．図 2.6の結果は，知識 DBが労働者エージェント全体のパフォー

マンスを向上させることを示している．しかし，図 2.7から，初期学習量に関係なく知識

DBの利用者が減少していくことがわかる．また，図 2.8から，平均経験知量も時間経過

とともに知識 DB を用いない場合と同様の低い値に収束してしまうと推測できる．これ

は，知識 DBが時間経過とともに利用されなくなり，知識DBを導入していない状態と同

等になってしまったためと考えられる．

以上の結果より，知識 DB は全体のパフォーマンス向上に有効であるものの，時間経

過とともに利用者が減少するという知見が得られた．これはナレッジマネージメントの失

敗事例として多く見られる現象で，グループウェアなどを導入したが次第に利用されなく

なっていくという実態に合致した結果と考えられる [70]．なお，本モデルにおける知識

DBは，知識保存のために必要なコスト以外は，利用によるデメリットは存在していない．

そのため，本来は，知識 DBは有用であり継続して利用される状況が自然であろう．本シ

ミュレーションの結果は，現実の状況を表現しているが，直感に反していると言える．

ここで，失敗の原因，およびその対策を考える．図 2.8より，労働者の知識量が 1000

ステップほどで急激に増加し，その後は減少，もしくは緩やかな変化しかないことがわか

る．また，図 2.7より，li = 5，9の場合，1000ステップ付近から知識 DBの利用者数が

急激に減少している．これは，労働者エージェントの知識量が増加し，ほとんどの作業で

一定のパフォーマンスが発揮できるようになったことが原因と考えられる．本モデルで労

働者が知識獲得を行うのは，現在のタスクに対して低いパフォーマンスしか得られない場

合のみである．したがって，どの作業に対しても一定のパフォーマンスが得られる状況で

は労働者エージェントは学習しない．その結果，知識 DB の利用者数が減少したと考え

られる．また，知識 DBは労働者エージェントが知識を得たとき更新される．しかし，知

識 DB内の知識は時間経過とともに陳腐化していくため，知識が更新されなければ利用価

値のある知識は減少するのみである．このような状態では，労働者が知識を得ようにも知

識 DB内に価値のある知識がないため，知識 DBは利用されない．そして，利用されなく

なった知識 DB内の知識は陳腐化していくのみになり，さらに利用者が減少するという悪

循環に陥る．そして，最終的には知識 DBが無い状態と同様になったと考えられる．以上

より，本来ナレッジマネージメントが目的とする「全ての労働者が作業に対して十分な知

識を持つ」状況が，知識 DBが利用されなくなる原因となることが明らかになった．

ナレッジマネージメントの成功を阻害する要因を分析した Riege [71]によれば，ナレッ

ジマネージメントの実施時には次の 3点に注意する必要がある．
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(1) 労働者個人の動機付け

(2) 知識共有に対してオープンな職場環境

(3) 必要となる知識が共有できる適切なツール

本モデルでは，知識 DBの利用に対する障害等は特に設定していないため，（2）の条件は

満たしている．また，知識の内容に関しては踏み込んでいないため，（3）が障害になるこ

ともない．以上より，本シミュレーションの結果は上記の (1)個人の動機付けに起因して

いると言える．知識 DBのようなナレッジマネージメントを導入する場合，一時期は利用

されたという状況を目的とするのではなく，導入したツールを如何に継続利用させるかが

重要となる．

以上より，知識 DB を継続して利用し，有効性を維持するためには適切なナレッジマ

ネージメントが必要であると考えられる．特に，知識 DBが継続して利用可能であれば，

労働者エージェント全体のパフォーマンス増加が期待できる．

2.5 専任の管理者導入の効果

目的・設定

前節のシミュレーションにおいて，知識 DB を有効に利用するためには適切なナレッ

ジマネージメントが必要であることが示された．そこで，知識の管理者であるナレッジマ

ネージャを導入することで，知識 DBを管理する．本シミュレーションでは，ナレッジマ

ネージャ導入による知識 DB利用者数，および処理タスク量の変化を観察する．

ただし，現実にナレッジマネージャ導入の必要性が叫ばれても，専任のナレッジマネー

ジャを置くことによるコスト増加が障害になることが多い．そこで，本シミュレーション

では労働者エージェントをナレッジマネージャとして育成する．これにより，新たな人員

を雇わず，現行の人的資源でナレッジマネージメントを行う状況を表現する．

本シミュレーションではランダムに労働者エージェントを 5人選択し，ナレッジマネー

ジャとする．ただし，ここでは労働者をナレッジマネージャに育成するためのコストは無

視する．その他の設定は 2.4節におけるシミュレーションと同様とし，知識 DBの初期学

習量を li = 1, 3, 5, 7, 9とする．

結果

図 2.9 にナレッジマネージャ導入の有無による処理タスク量の差異を示す．図 2.9 よ

り，知識 DBの初期学習量に比例して処理タスク量が増加していることがわかる．また，

図 2.10 に初期学習量 li = 9の場合の知識 DB利用者数の推移を示す．図 2.10より，ナ

レッジマネージャの導入により知識 DBの利用者が増加していることがわかる．
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図 2.9 ナレッジマネージャ導入による処理タスク量への影響
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ナレッジマネージャが効果を発揮するためには，知識 DBが継続して利用される必要が

ある．よって，ナレッジマネージャの効果は知識 DB の利用者数に依存する．本シミュ

レーションでは，ナレッジマネージャは知識の維持管理のみを行い，知識の追加を行なわ

ない．よって，図 2.9 が示すように，知識 DB を導入してもあまり使われていなかった

状況（li = 1, 3）に対しては効果が小さい．逆に，ある程度利用されていた知識 DBは図

2.10が示すように，利用者の増加を促す．知識 DBの利用者が増加した結果，知識獲得

の効率が増加し，パフォーマンスも向上したと考えられる．

以上の結果から，知識 DB の維持，管理に専任のナレッジマネージャを導入すること

によって，導入しない場合よりも高いパフォーマンスが得られることが確認された．ただ

し図 2.10において，最終的な利用者数はどちらも 0に近くなっている．これは，2.4節

でも述べたように，全ての労働者が一定以上のパフォーマンスを発揮できることが一因と

考えられる．ナレッジマネージャを導入した場合でも，労働者が一定以上のパフォーマン

スを発揮することで，知識 DB の利用者は減少する．結果として，ナレッジマネージャ

導入により利用者の増加を促したものの，長期的には利用者は減少傾向になる．ただし，

10000ステップの時点，すなわち 25年以上経過した時点でも少数の利用者は残っており，

実用的な時間の範囲では十分な効果が得られていると言える．さらなる効果を求めるので

あれば，陳腐化の軽減のみでなく，知識の追加も積極的に行っていく必要があると考えら

れる．

2.6 知識の大量喪失の防止

目的

本節では，2.1節で述べた知識の大量喪失の問題を考える．知識の大量喪失の予防はナ

レッジマネージメントを導入する目的の一つである．ここでは知識の大量喪失に関する問

題として 2007年問題を考える．同問題は，労働人口の減少や，企業が支払う退職金の増

加等，様々な問題の総称である．本節では，労働者が一度に大量に退職することで，必要

な知識，ノウハウが継承されず失われる問題 [68] を扱う．

本シミュレーションでは 2007年問題を提案モデルによって表現することにより，知識

が大量に失われる状況を観察する．また，同問題に対する対策を導入し，効果を比較検証

する．

設定

シミュレーション上で 2007年問題を表現するために，初期の年齢分布を 1960年にお

ける中小企業の年齢分布 [68]を基に設定する．そして，2007年問題とその対策を比較検

証するため，次の 5条件でそれぞれシミュレーションを行う．
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(A) 対策なし

(B) 知識 DBの導入（ナレッジマネージャなし）

(C) 知識 DBの導入（ナレッジマネージャあり）

(D) 定年の延長

(E) 中途採用の増加

知識 DBは前節のシミュレーションで用いたものと同様であり，本シミュレーションでは

初期学習量 li = 9 とする．定年の延長は，労働者エージェントの寿命を 5 年分 1825 ス

テップ延長させる．中途採用の増加では，新規労働者エージェントの生成時に，年齢を

10年分加算して生成する．ただし，労働者エージェントの寿命をこえた年齢は 0として

扱う．

本シミュレーションでは，これらの対策を採ったことによる組織全体の経験知量の変

化，および処理タスク量の変化を観察する．なお本シミュレーションでは，事前に 10000

ステップ実行する．すなわち，2007 年問題による知識の大量喪失が生じるのは 4000 ス

テップとなる．

結果

まず，対策なしの状態でシミュレーションを行った場合の労働者エージェントの平均

経験知量および平均年齢の変化を図 2.11に示す．なお，横軸の括弧内の数字は，ステッ

プから概算した年度である．図 2.11より，500ステップ付近から，平均年齢の減少とと

もに経験知が減少し，4000ステップ付近で減少のピークが訪れることがわかる．これは，

労働者エージェントが定年を迎えたことにより一斉退職を行なったためである．本シミュ

レーションでは 4000ステップが 2007年に相当しており，2007年問題特有の経験知の大

量喪失を表現することができている．

次に，2007年問題の生じる時点より 1000ステップ前，すなわち 3000ステップの時点

で各対策を導入した場合の労働者の平均経験知量を図 2.12に，処理されたタスク量を図

2.13に示す．なお，図中の KMはナレッジマネージャを示す．

まず，図 2.12より中途採用を増加させただけではほぼ効果が無いことがわかる．これ

は中途採用者による知識の増加よりも，失われる知識のほうが多いためと考えられる．ま

た，中途採用者が持っている知識は，特定の組織内で必要な知識とは必ずしも一致しな

い．以上の理由により，中途採用を増加させても組織全体の知識はほとんど増加しなかっ

たと考えられる．

次に，定年の延長を行った場合，増加した知識量が 5000ステップ付近で再び減少し始

めている．ただし，経験知の減少量は，対策を行わない場合よりも少ない．労働者の定年

を延長させた場合，転退職が起こりにくくなるため，新規の労働者が減少する．本モデル
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図 2.13 2007年問題のシミュレーションにおける処理タスク量（対策別）

では，知識を持つ労働者と持たない労働者の間で知識共有が行われるため，知識を持たな

い労働者が減少すれば知識が共有される機会も減少する．結果として，経験知は保存され

ず問題が先送りされたと考えられる．この結果は，雇用延長された高齢者の退職によって

引き起こされる「2012年問題」を表現している．以上より，定年の延長を行う場合，単純

に年齢制限を緩和しただけでは効果はあまり無く，一定の年齢以上の労働者は教育業務に

専念するなど，知識共有を促進する必要があると考えられる．

知識 DBを導入した場合は，ナレッジマネージャの有無に関わらず，大きく知識量が増

加している．特に，ナレッジマネージャが導入された場合は，知識量が最も多くなってい

る．以上より，知識 DB，およびナレッジマネージャの導入により，知識の大量喪失が生

じても，知識の保存が可能であることが示唆された．

次に図 2.13より，定年の延長，中途採用を行った場合，処理されたタスク量は対策な

しより微増している程度であることがわかる．逆に，知識 DBを導入した場合は組織全体

のパフォーマンスが向上しており，とりわけナレッジマネージャを導入した場合が最も処

理タスク量が多い．

以上の結果より，2007 年問題の対策として知識 DB が有効であることが確認された．

ただし，知識 DB を導入するのは金銭的，時間的にコストがかかる [72]．実際には知識
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DBによって得られるパフォーマンス，および知識保持の効果とコストのトレードオフで

初期学習量を決定する必要があると考えられる．

2.7 まとめ

本章では，ナレッジマネージメントの評価を容易にするために，シミュレーションによ

る分析を行う知識共有モデルを提案した．知識共有モデルでは，個人が持つ知識を形式

知，経験知の二種より成ると定義した．そして，企業内の労働者が自分の所持する知識を

使用して作業を行う様子を表現した．また，知識 DB，ナレッジマネージャというナレッ

ジマネージメントの手法をモデル化した．そして，提案したモデルを用いて以下の 3種類

の分析を行った．

(1) 知識 DBが企業のパフォーマンスに与える影響

(2) ナレッジマネージャの導入による影響

(3) 2007年問題

まず，（1）（2）の結果として，知識 DB，ナレッジマネージャの導入により，企業全体の

パフォーマンスが向上することを示した．同時に，知識 DB は時間経過とともに使用さ

れなくなるという結果も得られた．知識 DBが使用されなくなる原因としては，「全ての

労働者が作業に対して十分な知識を持つ」状況が要因であることが示唆された．労働者が

十分な知識を持つことにより，知識 DB を用いなくても暫くは作業が可能になり，知識

DBの利用頻度が低下する．その結果，知識 DBは更新されず，保存されている知識が陳

腐化することで，利用されなくなっていく．そこで，ナレッジマネージャを導入すること

で，知識 DBの利用者数を増加させることに成功した．次に（3）として，2007年問題を

提案モデルによって表現するとともに，その対策の効果をシミュレーションによって確認

した．シミュレーション結果より，知識 DB，ナレッジマネージャの導入が同問題に対し

て有効であることが示唆された．ここで示された結果は，実際にナレッジマネージメント

を行なう上での指針になると考えられる．

本章で定義した知識共有モデルでは，労働者を表現したエージェントが，他のエージェ

ントと知識を共有しながら作業を行うものとした．現実には，知識共有の相手は人間関係

や組織構造に制限される．加えて，人間関係や組織構造は労働者の転退職等で変化してい

く．企業内の人員には，常用雇用者だけでなく，派遣社員，契約社員に代表される非正規

雇用者も含まれており，知識共有のための関係は短期間で変化していく．よって，そのよ

うな状況下においても有効なナレッジマネージメントを考える必要がある．また，本章で

提案したナレッジマネージメントである知識 DBやナレッジマネージャは，導入や維持管

理にコストが必要になる．現実にはコスト制約等の面から，このような DB導入が困難な
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場合もある．そこで，知識 DBを用いず，組織構造や人員調整を工夫することで知識共有

を促進するナレッジマネージメントの提案が望まれる．そこで次章では，人間関係および

組織構造を考慮したナレッジマネージメントを考える．特に，短期間で企業内への出入り

を繰り返す派遣社員を取り上げ，コストパフォーマンスを高めるナレッジマネージメント

を提案する．
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第 3章

コスト制約下における人員調整手法

3.1 コスト制約と人員調整

アメリカで起きたサブプライム問題に端を発して，2009年時点において日本は 100年

に一度とも言われる不況に見舞われている．この不況により，コスト削減を目的とした

派遣社員の雇用止めや，契約期間中か否かに関係なく派遣社員を一斉に解雇する「派遣

切り」が問題になっている．厚生労働省が 2009年 8月時点で行った調査 [73]によれば，

2008年 10月から 2009年 9月までの間に期間満了，あるいは解雇により契約が更新され

ず離職する派遣社員は全国で 140,086人に上る．空前の不況の中では，このような措置は

やむを得ないとされている．しかし，社会的，および人的資源保護の面から考えれば，作

業量の調整等による人員調整を行い，企業内の人員を保護することが望ましい．そこで，

派遣社員の雇用維持，コスト削減および作業効率低下の抑制を目的としたマネージメント

が必要となる．

本来，派遣社員は雇用調整やコスト削減のために雇用されており，不況下においては人

員削減の対象になりやすい．ただし，コスト削減を目的とした派遣社員の一斉解雇は，一

度に多くの失業者を生み出すなど社会的に多くの問題をはらんでいる．同時に，人的資源

である派遣社員を一斉解雇することで，企業の競争力が低下する可能性がある．一般に，

派遣社員は習熟が容易な作業を担当する．しかし，2008年度版「ものづくり白書」[74]に

よれば，雇用形態の多様化によって，派遣社員はものづくりにおける設計や開発に携わる

ようになっている．すなわち，本来正社員が行う作業に対しても派遣社員が活用されるよ

うになっており，派遣社員は企業にとって欠かせない人材となっている．そのため，不用

意な派遣切りは企業の競争力低下につながる可能性がある．

その一方で，同白書によれば，派遣社員の雇用によって以下のような問題点が生じて

いる．
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• 正社員の現場管理の負担が増した
• 非正社員・外部人材の欠勤・離職に対する対応が増した

これらの問題は，組織内での知識共有に起因する．組織内での知識共有に関わる人材が一

部の正社員に限定されることで，正社員の負荷が増大する．一般に，知識共有に関わる人

材が限定された場合，知識が一箇所に集約され知識の管理が容易になる．しかし，過度の

集約は，知識を持つ人物に大きな負荷がかかり，全体の作業効率低下につながる [75,76]．

組織内での知識共有は，共同作業の経験，知人関係などから形成される人的ネットワー

ク上で行われる [77]．また，人的ネットワークの構造によって，企業組織のパフォーマン

スが異なることが知られている [78, 79]．このようなネットワークは，知識共有により変

化していく．すなわち，相手が情報源として信頼できるか否か，あるいは有用な知識を持

つか否かにより動的にネットワークが変化する．加えて，派遣社員が企業を出入りする場

合，人的ネットワークは短期間で変化していく．そのため，企業に残っている正社員に知

識が集約され，正社員の負荷が増大する．そこで，派遣社員を考慮したマネージメントを

行う場合，短期間で変化する人的ネットワーク上での知識共有を考える必要がある．

そこで本章では，人的ネットワーク上での知識共有に着目し，派遣社員による人的ネッ

トワーク変化を考慮したマネージメント手法を提案する．ここでは，コスト制約により全

社員の雇用が困難な状況下における，派遣社員の雇用維持および作業効率維持を目的とす

る．そこで，1人あたりの労働時間を削減しコストを抑制する「ワークシェアリング」の

考え方を用い，知識共有の観点から有効なワークシェアリングの実施手法を提案する．ま

た，提案手法の有効性を，シミュレーションにより評価する．なお，本章では，知識の体

得に必要なコストや知識の種類は考慮せず，全ての知識を，作業に必要な「情報」として

扱う．知識と情報の関係を定義した DIKWモデル [7]によれば，知識と情報の違いは理

解度の差である．そのため，理解に要する時間を考慮しなければ，知識と情報は同様に扱

うことができると考えられる．本章では，知識獲得手段として，他者との知識共有のみを

考える．これにより，知識獲得手段ごとに必要な時間の差異を無視できる．すなわち，知

識を情報として扱うことができる．そして，第 2章で提案したモデルとは異なり，知識を

得る手段を他者との知識共有に限定したモデルを提案する．タスク処理では単一の情報

のみを必要とし，各エージェントは情報の有無のみを考えるモデルを提案する．そして，

「派遣社員による人的ネットワーク変化を考慮した情報共有問題」を「動的なネットワー

ク上での情報共有問題」と捉えることで，ネットワークモデルを用いたシミュレーション

を行う．

本章は次のように構成される．まず，3.2節で「動的なネットワーク上での情報共有問

題」を扱うネットワークモデルを提案し，3.3節で提案モデルの感度分析を行う．そして，

3.4節でワークシェアリング実施手法を提案し，シミュレーションにより評価する．最後
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表 3.1 現実の企業組織と情報共有モデルの対応

現実の企業組織 シミュレーション

派遣社員 一時ノード

正社員 常駐ノード

人間関係 リンク

人件費，雇用コスト コスト

作業内容 タスク

に 3.5節で本章の議論をまとめる．

3.2 動的なネットワーク上での情報共有問題

3.2.1 概要

現実の企業組織では，社員は自分が所持する知識・情報を用いて作業する．また，業務

上必要な知識・情報は，それらを所持する人との情報共有によって得られる．企業内の情

報共有では，人間関係等のインフォーマルな関係が影響する．そこで，社員をエージェン

トとしたエージェントベースモデルを提案する．本章では特に，エージェントをノード，

社員間の人間関係をリンクとしたネットワーク上での情報共有モデルを提案する．現実の

組織と提案モデルの対応関係を表 3.1 に示す．なお，表中の一時ノードとはネットワー

クを一定確率で出入りするノード，常駐ノードとはネットワークに常に存在するノードで

ある．また，一時ノード，常駐ノードのそれぞれに，維持に必要なコストを定義すること

で，派遣社員，正社員で人件費や雇用コストが異なることを表現する．タスクは各ノード

に一つずつ与えられる作業であり，処理には特定種類の情報が必要となる．これにより，

企業の業務が情報を用いて処理される状況を表現する．

各ノードはタスク処理に必要な情報をリンクを介して共有する．これは，人的ネット

ワークを通じた情報共有を表現する．また，情報共有が生じた場合，ネットワーク構造が

動的に変化していく．これは，情報の入手源として，信頼関係を構築していく状況を表現

する．

本章ではワークシェアリングが企業全体の作業効率に与える影響を評価するために，提

案モデルを用いてコストに対するタスク処理効率，すなわちコストパフォーマンスを評価

する．
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3.2.2 情報共有問題のモデル化

まず，本章で扱う情報共有問題を形式的に定義する．ネットワーク上のノード（エー

ジェント）の集合 Aを次式で定義する．

A = {a1, a2, · · · , aN} (3.1)

なお，N はネットワークに存在するノードの総数である．ノード間には 3.2.3節で述べる

基準に従ってリンクが生成される．また，各ノード ai はコスト wi，情報の集合 Bi，タス

ク Ωi を持つ．

ノード ai のコスト wi はランニングコストであり，ノード ai がタスク処理，情報共有

を行うために必要となる．

本モデルで扱う情報の集合 B を次式によって定義する．

B = {b1, b2, · · · , bM} (3.2)

なお，M はタスク処理で要求される情報の総数である．そして，ノード ai が所持する情

報の集合を所持情報集合 Bi ⊆ B とする．ここで，B の各要素はタスク処理で要求される

情報の最小単位とし，それぞれ独立であり関連はないものとする．

タスク Ωi は，そのタスク処理に必要な単一の情報を持つ．タスク処理に必要な情報を

要求情報と呼び，bk(∈ B) で表す (k = 1, 2, · · ·M)．ただし，bk はタスクごとに異なる．

もし，bk ∈ Bi であれば，ノード ai はタスクの処理に成功する．そうでなければ，bk を

持つノードとの間で情報を共有する．

なお，一般に，知人関係や仕事上のつきあいを通じて情報を入手する場合，情報源とし

ては主に以下の二通りが考えられる．

• 直接関係のある人物
• 直接関係のある相手から紹介された人物

そこで本モデルにおいても，各ノードはネットワーク上で距離 2以内に存在するノードと

のみ情報を共有できるものとする．ここで，ネットワーク上の距離とは，あるノードから

別のノードへの経路上にあるリンクの数とする．

図 3.1に，提案するネットワークモデルの例を示す．図 3.1は，ノード a1を中心とした

ネットワークであり，a1，a4 がそれぞれ所持情報集合 B1 = {b1, b5, b10}，B4 = {b2, b10}
を持つ状態を表現している．
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図 3.1 情報共有モデルのネットワーク図（概要）

3.2.3 ネットワークの構築

本モデルでは，あるノードが他のノードとの間で情報共有を行った相対頻度を用いて，

ネットワークを構築する．

あるノード ai で情報が必要となり，ノード aj(j ̸= i) と情報共有を行った回数を Qij

とする．このとき，情報共有を行った相対頻度 Fij を，次式に従って算出する．

Fij =
Qij∑N

k=1 Qik

(3.3)

ただし，
∑N

k=1 Qik = 0の場合，Fij = 0とする．そして，以下の条件を満たす ai, aj 間

に，リンクを生成する．

Fij + Fji

2
> θ (3.4)

ここで，θはリンク生成の基準となる閾値であり，[0, 1]の実数である．以降，θをリンク

閾値と呼ぶ．

図 3.2に,提案モデルによるネットワークの例を示す．図では，θ = 0.1の場合における，

a1 と他のノードとのリンクの有無を示している．ノード a1，a2 間では (F12 + F21)/2 =

0.15 > θとなり，リンクが存在している．逆に，a1，a3間では (F13 +F31)/2 = 0.075 < θ

となり，リンクが存在しない．
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図 3.2 閾値によるリンクの有無の例（a1 を中心とした場合）

このように，式 (3.4)を満たす全てのノード間にリンクを生成することで，ネットワー

クを構築する．

3.2.4 シミュレーションの流れ

提案モデルにおける 1ステップの流れを以下に示す．

(1) 新規タスクの生成

(2) 必要な情報共有の発生

(3) ノードの情報喪失

(4) 一時ノードの削除・導入

(5) ネットワークの更新

以下，それぞれの詳細を述べる．

（1）新規タスクの生成

各ノードに対して一つずつ新規タスクを生成する．このとき，要求情報 bk は B の要素

から無作為に一つ選択される．
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（2）必要な情報共有の発生

ノード間で情報共有を行う．各ノードは要求情報 bk を所持していない場合，距離が 2

以内かつ bk を所持するノードを選択し情報の取得を試みる．このとき，情報 bk を所持す

るノードを情報提供ノード，情報提供ノード以外で経路上に存在するノードを仲介ノード

と呼ぶ．なお，情報提供ノードは可能な限り距離が近いノードから選択される．また，一

般に，情報共有には時間的コストが必要となる．そこで，1ステップにおいて，あるノー

ドから仲介ノード，情報提供ノードとして選択されたノードは，他のノードからは仲介

ノード，情報提供ノードとして選択不可とする．

情報共有が行われた場合，Qij を更新する．情報取得を試みたノードを ai とした場合，

情報提供ノード aj および仲介ノード al に対して Qij，Qil を更新する．そして，ai の

所持情報 Bi に要求情報 bk を追加する．隣接ノード，および距離が 2のノードとの情報

共有の例を図 3.3に示す．図 3.3(a)では，a1，a2 間での情報共有により Q12 が更新さ

れる．また，図 3.3(b) では，a1，a3 が a2 を仲介ノードとして情報共有を行った結果，

Q12，Q13 が更新され，a1，a3 間にリンクが生成されている．

（3）ノードの情報喪失

各ノードが情報喪失の判定を行う．各ノードごとに，情報喪失の対象となる情報

bf ∈ B(f = 1, 2, · · · ,M)がランダムに選択される．もし，bf ∈ Bi であれば，ノード ai

は情報 bf を失う．これは，人間の忘却や技術情報の陳腐化を表している．

（4）一時ノードの削除・導入

一定確率でネットワークから一時ノードを取り除く．この確率をノード交換確率 λ と

する．一時ノードが取り除かれた場合，新たな一時ノードをネットワークに加える．新た

な一時ノードは，取り除かれた一時ノードが隣接していた常駐ノードの一つと接続される

ものとする．もし，そのような常駐ノードが存在しない場合は，ネットワーク中の常駐

ノードを無作為に一つ選択し，そのノードとのリンクを作成する．これは，派遣社員が正

社員の指導・管理下に置かれることを表している．

（5）ネットワークの更新

更新された Qij を用いてネットワークを再構築する．
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(a) 隣接ノード間

(b) 距離 2のノード間

図 3.3 ノード間の情報共有

3.3 パラメータの影響

目的およびシミュレーション設定

本節では提案モデルのパラメータが情報共有に与える影響を分析することで，提案モデ

ルの感度分析を行う．感度分析を行うことにより，以降のシミュレーションにおけるパラ

メータ設定を検討する．

本シミュレーションで用いるパラメータおよびシミュレーション設定を表 3.2に示す．

なお，本シミュレーションでは，現実における中小企業程度の規模を想定し，ノード数は

200で固定とする．また，ネットワーク中の全てノードを常駐ノードとする．シミュレー

ションにおける 1ステップを現実の半日程度と想定し，1000ステップの思考を 20回行っ

た平均を結果とする．シミュレーション開始時に常駐ノードが持つ情報を制御するパラ
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表 3.2 情報共有モデルのパラメータおよびシミュレーション設定

パラメータ名 値

ノード数 N 200

ステップ数 T 1000

初期情報所持率 µ 0.1, 0.4, 0.7, 1.0

情報の総数M 10, 30, 50

リンク閾値 θ 0.01, 0.05, 0.1

メータとして初期情報所持率 µを定義する．すなわち，ノード ai は各情報 bj をそれぞれ

確率 µで所持する．

また，各タスクの要求情報は無作為に決定される．本モデルではリンクが存在しない状

態では情報共有が行われないため，初期ネットワークとして，ノード ai が持つ重み Qij

の初期値を 0または 1に設定した．ただし，次数 0のノードが発生しないようにした．

本シミュレーションではパラメータが情報共有に与える影響を分析するため，評価値と

して平均情報所持率を定義する．平均情報所持率は，各ノードが持つ情報の数を情報の総

数M で割り，全ノードで平均した値である．

また，生成されるネットワークがどのような特性を持つかを分析する．なお，ネット

ワーク分析の指標としては，クラスタ係数 C と平均経路長 Lを用いる．

クラスタ係数 C とは，ネットワークの局所的な凝集性を測る指標であり，次式によっ

て定義される [28]．

C =
1
N

N∑
i=1

2Ei

ki(ki − 1)
(3.5)

なお，ki はノード ai に接続されているリンクの数，ai はノード ai の隣接ノード間に存

在するリンクの数である．

平均経路長 L はネットワーク上における任意のノード間の経路長を平均した値であ

る [28]．ここで任意のノード間の経路長は，それらを結ぶ最短経路上に存在するリンクの

数として定義される．ノード ai，aj の間の経路長を Lij とすると，平均経路長は次式で

定義される．

L =
2

N(N − 1)

∑
i>j

Lij (3.6)

シミュレーション結果

表 3.3 に，リンク閾値 θ，初期情報所持率 µ，情報の総数M をそれぞれ変化させた場
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表 3.3 パラメータごとの平均情報所持率

θ µ M = 10 M = 30 M = 50

0.1 0.462 0.484 0.491

0.01 0.4 0.459 0.481 0.485

0.7 0.456 0.476 0.482

1.0 0.455 0.477 0.481

0.1 0.406 0.439 0.446

0.05 0.4 0.399 0.424 0.432

0.7 0.390 0.415 0.417

1.0 0.388 0.411 0.412

0.1 0.312 0.345 0.355

0.1 0.4 0.308 0.344 0.350

0.7 0.309 0.336 0.335

1.0 0.297 0.319 0.322

合の平均情報所持率を示す．また，図 3.4に情報の総数M = 30，θ = 0.05の場合におけ

る平均所持情報率の時系列変化を示す．なお，ここでは変化の大きい 250ステップまでを

示す．

表 3.3より，どのパラメータの場合でも平均情報所持率は 0.3 ∼ 0.5程度に収束してい

ることがわかる．また図 3.4より，収束の速さも初期情報所持率 µ に依存していないこ

とがわかる．

本モデルでは，あるノードの所持する情報の数が多い場合，そのノードが情報喪失する

確率は高くなる．また，所持する情報の数が少ない場合は，要求情報を所持していない可

能性が高くなるため情報共有の必要性が高くなる．すなわち，1ステップにおける所持情

報の増減はその時点で所持する情報の数に依存すると言える．このように，所持する情報

の数が多い場合は情報を喪失する可能性が高く，所持する情報の数が少ない場合は情報共

有が行われる可能性が高いため，時間経過とともに平均情報所持率が一定値に収束したと

考えられる．

また，ノード間で情報が共有されるか否かは，あるノードが必要とした情報を所持して

いるノードが距離 2以下に存在するか否か，すなわち構築されるネットワークの構造に依

存する．よって，表 3.3が示すように，収束する値はリンク閾値 θごとに異なったと考え

られる．

以上より，本モデルは初期情報所持率 µ の初期値に対する依存性は無いと言える．ま



3.3 パラメータの影響 59

 0

 0.1

 0.2

 0.3

 0.4

 0.5

 0.6

 0.7

 0.8

 0.9

 1

 0  50  100  150  200  250

平
均
情
報
所
持
率

経過時間（ステップ）

µ=1.0
µ=0.7
µ=0.4
µ=0.1

図 3.4 平均情報所持率の推移 (M = 30, θ = 0.05)

表 3.4 生成されたネットワークの特性

リンク数 L C

提案モデル 543 4.03 0.395

一次元格子 600 17.0 0.600

ランダムグラフ 550 4.95 0.0278

た，リンク閾値 θ，情報の総数M に関しても，収束する値は異なるが，他の設定に関わら

ず一定の値に収束するという傾向が観察された．なお，図 3.4より，µ = 0.4の場合，初

期値と収束値の差がほとんど無いことがわかる．そこで，以降のシミュレーションでは，

初期値の影響が少なくなるよう，µ = 0.4，θ = 0.05，M = 30を用いる．

次に，提案モデルで生成されたネットワークを評価する．表 3.4に，提案モデルによっ

て生成されたネットワークの特性を示す．なお，比較のため，一次元格子およびランダム

グラフそれぞれの，同程度の規模における特性を併せて示す．表 3.4より，提案モデルに

よって生成されたネットワークは，同規模のランダムグラフよりクラスタ係数 C が高く，
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また，同規模の一次元格子より平均経路長 L が短いことがわかる．このような，短い平

均経路長と高いクラスタ係数を持つネットワークはスモールワールドネットワークと呼ば

れている [28]．友人関係や，論文の共著関係等の社会的なつながりは，スモールワールド

ネットワークであると言われている [80, 81]．また，鷲田は，アイディアの伝播を調べる

過程で，ある企業における新入社員のつながりにも同様のクラスタ構造を存在することを

発見している [57]．提案モデルでは，社会的なつながりである紐帯をリンクと想定してい

る．そのため，提案モデルにより生成されるネットワークがスモールワールドネットワー

クの特性を持つのは妥当と言える．以上より，提案モデルが情報伝播に利用される人間関

係の特性を表現可能なことが示唆された．

3.4 コスト制約下における人員調整

3.4.1 コスト制約とコストパフォーマンス

本節ではコスト制約が存在する状況下で，コストパフォーマンスを維持する手法につい

て提案する．特に，コスト制約が変動する場合を扱う．通常，人や計算機がタスク処理を

行う場合，人件費や電力などのランニングコストが必要であるが，それらに対する予算制

約も存在している．

予算制約は景気を含め様々な要因で変動する．そのため，予算制約が強化され，現状の

設備の維持・管理が困難になった場合の対処法が重要となる．また，予算制約が強化され

た時の対処だけでなく，予算制約が解除された時に，以前と同様のコストパフォーマンス

が得られるように対処する必要がある．

そこで，一時的にコスト制約が強化される状況を考える．すなわち，2008年に発生し

た不況のように，景気の良い状況から一気に大不況に陥る状況を考える．また，一定期間

後に景気が回復すると想定し，予算制約が解除されると想定する．このような状況を表現

するために，次のようなコスト制約を含んだシナリオを考える．

(1) あるコスト制約（コスト = CH）でシミュレーションを開始

(2) コスト制約を強化し（コスト = CL < CH），提案手法を適用

(3) コスト制約を解除し（コスト = CH），以前の状態に戻す

ここで，CH，CL は制約を受けたコストである．コスト制約の推移を図 3.5 に示す．図

3.5中の番号がそれぞれ上記シナリオの番号に対応する．ここで，コスト削減率 hを CH，

CL を用いて次式のように定義する．

h =
CH − CL

CH
(3.7)
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本シミュレーションでは図 3.5のコスト制約を満たしつつ，コストパフォーマンスを維持

する手法を提案し，評価する．また，コスト削減率 hによる効果の差異を分析する．

評価指標

本節では，コスト制約が存在する状況下でのコストパフォーマンス維持手法の有効性を

見るために，評価指標としてコストパフォーマンス維持率を以下に従って定義する．

まず，次の 2つの値を定義する．

• コストパフォーマンス
• コストパフォーマンス基準値

コストパフォーマンスは，処理されたタスク数を総コストで割った値とする．コストパ

フォーマンス基準値は，コスト削減を行わず，かつ全てのタスク処理に成功した場合のコ

ストパフォーマンスの値とする．コストパフォーマンス維持率は，コストパフォーマンス

基準値と実際のコストパフォーマンスの比として算出される．以下，それぞれの算出方法

について詳述する．
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あるステップ tのコストパフォーマンス Pt を次式によって定義する．

Pt =
ステップ tで処理に成功したタスク数∑

ai∈At
wi

(3.8)

なお，At はステップ tでネットワーク中に存在し，かつタスク処理を行ったノードの集

合である．すなわち，分母はステップ tにおいて必要な総コストである．

次に，1ステップのコストパフォーマンス基準値 P ∗ を次式によって算出する．

P ∗ =
N∑

ai∈A0
wi

(3.9)

分子をノード数 N とすることで，全てのノードがタスク処理に成功した状態を表す．ま

た，コスト削減を行わない状態での総コストは，シミュレーション開始状態と同等であ

る．よって，分母はシミュレーション開始時の総コストとなっている．

そして，コストパフォーマンス維持率 Et を次式によって算出する．

Et =
Pt

P ∗ (3.10)

また，シミュレーション期間におけるコストパフォーマンス維持率の平均値として平均コ

ストパフォーマンス維持率 E を次式によって算出する．

E =
∑T

t=1 Et

T
(3.11)

なお，T はシミュレーションのステップ数である．

3.4.2 コストパフォーマンス維持手法

手法概要

コスト制約が強化される状況でコストパフォーマンスを維持するためには，コスト削減

を適切に行う必要がある．そこで本シミュレーションでは，コストパフォーマンス維持手

法として以下の 2種類のコスト削減手法を比較する．

• 一時ノードの削除
• ノードの休止

一時ノードの削除は，一定数の一時ノードをネットワークから削除することでコスト削

減を行う．コスト制約を解除した時点で，削除した数の一時ノードをネットワークに加

える．

ノードの休止では，一定割合のノードを休止状態とする．休止状態となったノードは，

タスクの処理を行わず，コストが不要となる．また，休止状態のノードを利用した情報共
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有は行われない．休止対象となるノードは，1ステップごとに一定の基準に従って選択さ

れる．なお，一時ノード，常駐ノードのどちらも休止の対象になるものとする．

休止ノードの選択基準

コストパフォーマンス維持を目的とする場合，必要な時に必要な情報が共有可能になっ

ていることが重要となる．そこで，情報提供ノード，仲介ノードになりにくいノード，す

なわち情報共有において重要でないノードを休止対象とすることを考える．ただし，ある

ノードが情報共有において重要かどうかはネットワーク構造や各ノードの状態に依存する

ため，一概に判断できない．

そこで，あるノードが重要かどうかを，周囲のノードへの影響力とみなす．周囲のノー

ドへの影響力を判断する指標として，中心性を用いる [18]．ここでは，休止対象ノードの

選定方法として，2種類の中心性を含めた以下の 3種類を用いる．

• 近接中心性が低い順に選択（以降，低近接選択）
• 媒介中心性の低い順に選択（以降，低媒介選択）
• ランダム選択

なお，ランダム選択は比較基準として用いる．

近接中心性とは，あるノードがそれ以外のノードに対してどれだけ近いかを構造的に測

る指標である [82]．近接中心性が高いノードとは，どのノードとも距離が近いノードを指

す．近接中心性 Dc は次式によって算出される．

Dc(ai) =
N − 1
s(ai)

(3.12)

ここで，s(ai)は他のノードへの最短経路長の和である．なお，ノード間に経路が存在し

ない場合，そのノード間の最短経路長はネットワーク全体のノード数と一致させた．

媒介中心性は，あるノードにおける情報の流通量を測る指標である．媒介中心性Dbは，

次式によって算出される [83]．

Db(ai) =
∑

j ̸=i,i ̸=k,j ̸=k

σjk(ai)
σjk

(3.13)

ここで，σjk はノード aj から他のノード ak への最短経路の本数，σjk(ai)はノード aj か

ら ak への最短経路の中でノード ai を通る本数である．

また，休止対象となるノードは，可能な限り連続で選択されないものとする．低近接選

択，低媒介選択でノード休止を行う場合，コスト削減による休止ノード数を最小限にする

ため，上記基準に加えて常駐ノードを優先して選択するものとした．



64 第 3章 コスト制約下における人員調整手法

表 3.5 パラメータおよびシミュレーション設定

パラメータ名 値

ノード数 N 200

ステップ数 T 2500

初期情報所持率 µw 0.2

一時ノード割合 Rw 0.4,0.8

ノード交換確率 λ 0.005

コスト（一時ノード） 0.5

コスト（常駐ノード） 1

3.4.3 比較シミュレーション

シミュレーション設定

本シミュレーションのパラメータ値を表 3.5 に示す．なお，一時ノード割合 Rw は，

ネットワークの中で一時ノードが占める割合である．コスト制約 CH は，（a）一時ノー

ドが少ない場合（CH = 160，Rw = 0.4）と（b）多い場合（CH = 120，Rw = 0.8）の

2種類を設定する．コスト削減率 hは，最大で半分程度とし，0～0.5まで 0.1ずつ変化さ

せる．また，一時ノードの所持情報は初期情報所持率 µw に従って決定される．なお，µw

は常駐ノードの初期情報所持率 µよりも小さくなるよう設定した．

シミュレーション結果

図 3.6(a)，3.6(b) に，一時ノード割合が（a）小さい場合（Rw = 0.4），（b）大きい

場合（Rw = 0.8）それぞれにおける平均コストパフォーマンス維持率を示す．なお，「一

時ノードの削除」によって削減できるコストは，削除できる一時ノード数，すなわちネッ

トワーク中の一時ノード割合によって決定される．そのため，一時ノード割合が小さい場

合（図 3.6(a)，Rw = 0.4）では，一時ノードの削除は h = 0.2までのプロットとなって

いる．

まず（a）一時ノード割合が小さい場合について述べる．この場合は，ランダム選択に

よるノードの休止の平均コストパフォーマンス維持率が低い．また，低媒介選択による

ノードの休止はコスト削減率 h が大きくなるとランダム選択と同等になってしまう．以

上より，一時ノード割合が小さい場合，低近接選択によるノードの休止およびノードの削

除が有効であると言える．

次に（b）一時ノード割合が大きい場合について述べる．この場合，低近接選択による
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図 3.6 平均コストパフォーマンス維持率
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ノードの休止を行うことで平均コストパフォーマンス維持率が最大となっている．また，

（a）一時ノード割合が小さい場合と同様に，ランダム選択によるノードの休止の平均コス

トパフォーマンス維持率が最も低くなっている．以上により，一時ノード割合が大きい場

合，低近接選択によるノードの休止が有効であると言える．

以上により，コスト削減手法としては低近接選択によるノードの休止が有効であること

がわかる．ここで，一時ノード割合 Rw = 0.8，コスト削減率 h = 0.5における，コスト

パフォーマンス維持率の時系列変化を図 3.7 に示す．なお，図 3.7には，コストパフォー

マンス維持率の差が最も大きくなったランダム選択によるノードの休止と，低近接選択に

よるノードの休止のみプロットした．

図 3.7 より，低近接選択によるノードの休止はランダム選択によるノードの休止に比

べ，全期間を通じてコストパフォーマンスの減少を抑えていることがわかる．特に，ラン

ダム選択によるノードの休止を行った場合，コストパフォーマンス維持率が 0.2程度とな

るが，低近接選択によるノードの休止では 0.5∼0.6となっている．これは，コスト削減の

無い，理想的な状態におけるコストパフォーマンスの 5∼6割程度を維持できていること

を示している．以上により，時系列変化からも低近接選択によるノードの休止が有効であ
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表 3.6 雇用形態ごとの 1人 1ヶ月平均労働費用（平成 18年度　就労条件総合調査よ

り　単位：円）

常用雇用者 派遣社員

全体平均 462,329 231,697

平均（100人～299人） 382,702 201,599

ることが確認された．

ここで，低近接選択によるノードの休止が，コストパフォーマンスの維持に有効であっ

た理由を考察する．情報共有においては，他のノードから近い距離に存在するノード，す

なわち近接中心性が高いノードが重要であることが考えられる．情報共有を行う場合，必

要な情報を所持するノードが 2ステップ以内にいることが重要である．近接中心性の高い

ノードは他のノードからの距離が近く，2ステップ以内に存在するノード数も多い．その

ため，近接中心性の高いノードは情報共有に利用されやすい．以上より，近接中心性の高

いノードを休止の対象としないことで情報共有の阻害を抑えられたと考えられる．

また，同様の理由により，休止ノードの選択基準として近接中心性が媒介中心性より適

切であったと考えられる．媒介中心性の高いノードを考えた場合，必ずしも他のノードが

2ステップ以内に多く存在するとは限らない．媒介中心性は最短経路を用いて算出される

ため，主にクラスタ間を連結するノードが高い値となる．クラスタ内部に十分な情報が存

在する場合，クラスタ間を連結するノードの重要性は低くなる．その結果，低媒介選択に

よるノードの休止では，コストパフォーマンスの低下を抑えられなかったものと考えら

れる．

3.4.4 コスト制約下における適切な人員調整手法

本シミュレーションにおける一時ノードの削除を「派遣切り」，ノードの休止を「ワー

クシェアリング」と考えると，本シミュレーションの結果は，組織内の情報共有の効率維

持において，有効なワークシェアリング実施手法を示している．すなわち，本シミュレー

ションの結果は，情報共有の観点から考えた場合，人的ネットワーク上における近接中心

性を指標としてワークシェアリングを行うことで，派遣切りを行う必要がなくなることを

示唆している．シミュレーションのシナリオとして用いたコスト制約の変動は昨今の大不

況を示しており，各ノードのコスト比は正社員，派遣社員の平均労働費用の比に対応す

る．厚生労働省が平成 18年度に行った就労条件総合調査によると，派遣社員に必要な費

用は常用雇用者に必要な費用の半分程度となっている（表 3.6）．一時帰休や労働時間削

減には休業補償が必要となるが，「中小企業緊急雇用安定助成金」[84]等を用いれば最大
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9割まで国が補償するので今回は考えないものとした．以上より，本シミュレーションで

は一時ノードのコストを常駐ノードのコストの半分として，現実の状況を表現した．

本シミュレーションの結果は，不況を乗り切る対策である派遣切り，ワークシェアリン

グそれぞれの，情報共有の効率維持に対する効果を示している．本シミュレーションの結

果，ワークシェアリングの方法によってはコストパフォーマンスを大きく低下させてしま

うことが確認された（図 3.6）．また，近接中心性が低いノードを優先的に休止させるこ

とにより，派遣切りと同等のコストパフォーマンスが得られることが確認された．

ここで，現実において近接中心性が高い人材とはどのようなものかについて考える．あ

るノードの近接中心性は，自分以外のノードへの平均距離が近ければ高くなる．今回対象

としているネットワークは情報共有によって構築される人的ネットワークであり，組織構

造とは異なったネットワーク構造になる [77,85]．すなわち，近接中心性の高い人材とは，

様々な職場を経験して人脈を構築してきたジェネラリストのような人材や，現場と経営層

の橋渡しをする人材だと考えられる．ソフトウェア開発のようなプロジェクトを考えた場

合，経営層と現場開発者達のどちらとも情報共有を行うプロジェクトマネージャ，あるい

は中間管理職のような人材が近接中心性の高い人材であると考えられる．

ただし，低媒介選択によるノードの休止ではパフォーマンスが維持できなかったことか

ら，他クラスタ（＝プロジェクト等）との情報流通を担う人材よりも，各プロジェクト内

における情報流通を担う人材がより重要になると考えられる．その理由として，ワーク

シェアリングにより情報共有の機会が減少し，個々人の情報共有における負荷が増加する

ことから，他プロジェクトと情報共有を行うよりも，プロジェクト内で不足した情報の共

有を優先する必要があったためと考えられる．

なお，先行研究において，媒介中心性の高い人材は部署間，プロジェクト間の情報共有

を促進するために重要であるとされている [79, 86]．しかし，本シミュレーションの結果

は，先行研究と同様に情報共有を扱っていても，想定する状況が異なれば媒介中心性が適

切な指標ではなくなることを示している．媒介中心性が高い人物は，必ずしもネットワー

クの中心に存在しないことに注意する必要がある．媒介中心性は最短経路として利用され

る割合から算出される．媒介中心性が高いノードでも，少数のリンクしか持たない場合

や，他のノードから遠い位置に存在する場合がある．第 3.2.2節で述べたように，現実に

情報共有の対象となるのは，直接関係のある人物，あるいはその人物に紹介してもらった

人物が中心であると考えられる．そのため，情報共有の効率を考えた場合，他者との距離

が近い，すなわちネットワークの中心に存在するような人物が重要であると考えられる．

特に，本シミュレーションのような，クラスタ内部での情報共有が優先されるべき状況で

は，低媒介選択より低近接選択の方が有効であると考えられる．

以上より，プロジェクト内における情報流通の中心人物がワークシェアリングの対象

となるのを避けることで，派遣切りを行わずともコスト削減が可能であることが示唆さ
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れた．

逆に，ランダム選択によるノードの休止は，コストパフォーマンスを大きく低下させて

しまう．ランダム選択によるノードの休止は，全社員を対象として均等に休ませることに

相当する．ワークシェアリングを行う人材を無作為に決定することで，コストが低下する

反面，情報流通が阻害されることが示唆された．

以上，人的ネットワーク上での情報共有を考慮した場合，不況を乗り切る対策として

は，派遣切りのような多くの問題がある対策ではなく，適切な基準でワークシェアリング

を行うことが有効であるという示唆を得た．

3.5 まとめ

本章では，一定のコスト制約が存在する状況下で，コストパフォーマンスを維持する手

法を提案した．特に，人的ネットワーク上での情報共有の効率が全体のパフォーマンスに

直結する状況を想定し，派遣社員により人的ネットワークが変化する状況下で，情報共有

を阻害しないワークシェアリング実施手法を提案した．

まず，企業内での情報共有を，動的なネットワークにおける情報共有問題と定義した．

そして，情報共有によって動的に変化するネットワークモデルを提案した．提案モデルを

用いて，派遣切りおよびワークシェアリングを比較分析した結果，人的ネットワークにお

いて近接中心性が高い人材をワークシェアリングの対象から外すことで，コストパフォー

マンスの低下を抑制できることが確認された．本章の結果は，派遣切りによってコスト削

減を行っている昨今の状況に対して，情報共有の面において有効なワークシェアリング実

施手法を示している．これは，派遣切りによって引き起こされる様々な問題を回避するた

めの指針となりうる．

また，ワークシェアリングは，不況を乗り切る手段としてだけでなく，ワークライフバ

ランス [87] のための労働時間調整手段として期待されている．しかし，シミュレーショ

ン結果が示唆するように，特に対象を考慮しない，無作為なワークシェアリングはコスト

パフォーマンスを大きく減少させる．そのため，ワークシェアリングの対象は慎重に選定

する必要がある．本章の結果は，不況下に限らず，今後企業と労働者がワークライフバラ

ンスを求めていく上でも重要な指針になると考えられる．

なお，本章では情報共有の面から議論を行ったが，本章の結論は知識共有に関しても適

用可能である．情報と知識の具体的な違いは，第 1 章で述べた通り，ある事柄についてよ

り理解しているか否かである．すなわち，情報の共有も知識の共有も，習得や解釈に必要

な時間が異なるだけで，同様に扱うことができる．以上より，本章で提案したワークシェ

アリング実施手法は，知識共有の効率維持においても有効であると考えられる．

ここまで，第 2章，第 3章では，知識・情報の共有に関して述べてきた．その前提とし
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て，「知識・情報は多ければ多いほど良い」としている．しかし，現実には，知識・情報

の内容や種類も重要となる．ある単一の事柄に対して膨大な知識を持つのと，幅広い知識

を持つのでは役割や周囲への影響も異なると考えられる．特に，現代は情報が氾濫してお

り，個々人が様々な情報に接している．このような状況下において，有効な知識共有を行

うためには，どのような人物が集団に対して影響力を持つかを考える必要がある．そこで

次章では，情報が多様化した現代における，知識・情報の所持の仕方による個人の影響力

の違いについて述べる．
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第 4章

情報の多様化に伴う
個人の影響力変化

4.1 膨大な知識がもたらす弊害

昨今，情報通信技術の発達により，一般生活者が日常的に入手しうる情報の量と種類が

飛躍的に増加している．総務省の情報流通センサス [88]によれば，1996年から 2006年

の 10 年で，日本社会での選択可能情報量（全国の主要情報機器で一般生活者向けに発信

された情報の量：ビット換算）は 530倍，消費情報量（同，実際に受信された情報の量：

ビット換算）は 63倍に増加している．国際的にも同様のことが進行しており，Lymanら

によれば，紙媒体や光学メディア等の様々な記録媒体に保存される新しい情報は，1999

年から 2002年の 3年間で 2倍に増加している [89]．わずか数年の間に，このような飛躍

的な情報の量や種類の増加が発生した時代というのは，人類の歴史をふり返っても例は少

なく，その意味で，きわめて特殊な時代を迎えていると考えられる．

世界的に情報量が増大している中，Friedman は世界の情報格差が縮まることで，影響

力や意思決定力も均一化したと主張している [90] ．これは，得られる情報の量や種類が増

加すれば，それに比例して影響力や意思決定力を強化できるという論である．この論は，

1960年代以降，国や組織だけではなく，個人の行動についても一般的に真だと論じられて

きた．例えば Rogersは，様々な財や技術のイノベーションの普及過程を社会学的視点か

ら仔細に研究し，共通パターンを導き出すことで，ユーザを新技術採用時期別に，5つの

層に分化するモデルを構築した．その際，Rogersは，最初期に商品の採用するイノベータ

は，多くの情報を持ち，他者への影響力が大きいと考察している [53]．また，Merton [91]

および Van den Bulteら [92]は，普及過程におけるイノベータは「influentials」という

社会的に影響力が大きい層であると定義している．さらに，Barabási は，WWW（ワー

ルド・ワイド・ウェブ）のネットワークを大規模に調査し，非常に多数のリンクが集中す
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る「情報ハブ」的ウェブサイトがごく少数存在しているという構造を発見し，同様の構造

が人間社会にも存在すると主張した [93]．

しかし，保持・獲得している情報の量と種類が多いほうが，常に影響力や意思決定

力も強いかどうかについては，その真偽の再考を論ずる先行研究も現れてきている．

Granovetter は，労働市場における生活者の求職活動を細かく分析し，知人関係の中

で，どのような経路から得た情報が実際の求職活動において実効的であったかを検証し

た [17]．その結果，日常的に強く結ばれている人間関係よりも，やや疎遠で弱く結ばれて

いる人間関係のほうが，より有用な情報源になっていることを発見した．これは，口コ

ミの人間関係において，情報の量や種類が多く得られる「強い紐帯」関係よりも，少なく

しか得られない「弱い紐帯」関係のほうが，重要な意思決定について影響力が大きい場

合があるということを意味している．また，Dekimpe らは，160 カ国での商品普及研究

を通じて，社会格差の小さい国や組織ではイノベータの影響力が限定的であると結論し

た [94]．さらに鷲田らは，友人間の商品改良アイデアの伝播を研究し，イノベータ層に

よって想起されたアイデアよりも，その次の層であるアーリーアダプター層によって想起

されたアイデアのほうが，有意に創造性が高いことを検証した [95]．Gladwellは，様々

な領域で熟達者が熟慮の末に下す判断よりも，むしろ「最初の直感」で下す判断（これを

adaptive unconscious という）のほうが正しい場合が無視できない頻度で存在するとい

う事実から，情報の量や種類の増加が必ずしも人間の意思決定力を強化しないと主張して

いる [96]．同様の現象の存在を Duhanらも指摘し「wise fool」と呼んでいる [97]．

このような大域的な問題についての検証は，実証調査などでは膨大な費用や時間がかか

り，しかも調査対象国の文化性や情報環境の普及状況など，統制困難な問題が多い．ゆえ

に，基本的な条件を数理モデル化し，計算機を使ってシミュレーションをすることで，情

報量の飛躍的増加という未曾有の現象の本質を理解することの意義が大きい．

そこで，本章では，複数の情報が集団内を伝播する情報伝播モデルを提案する．これに

より，情報が多種多様に存在する現代の状況を表現し，1種類の情報を扱った既存の情報

伝播モデルが表現しきれない現象について考察する．特に，既存研究において情報伝播に

対して影響力を持つと言われているイノベータが，情報の多様化によってどのような挙

動をするかに焦点を当てて分析する．これにより，情報が増大している中で，真に “イノ

ベーティブ”な人材がどのような人物であるかを明らかにする．

以下，4.2節で本章で提案する情報伝播モデルの定義する．次に，4.3節で，提案モデル

を用いて従来研究の議論を再現する．そして，4.4節で，情報が多様化した社会における

個人の影響力を分析し，4.5節で本章の議論をまとめる．
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b1, b1, b1

b1, b1, b2

 b2, b3

b1

エージェント a1(c1=8)

情報の種類：b1, b2, b3

エージェント a2(c2=1)

図 4.1 エージェントが所持する情報

4.2 多様な情報を扱う情報伝播モデル

本章では，情報伝播の先行研究では説明できない，情報が多様化した場合における情報

伝播について分析するために，人々の間で複数の情報が伝播するモデルを構築する．

本モデルで扱う情報として，個人が複数の商品の中から購入する商品を選択するために

用いる情報（機能，用途等）を想定する．特に，携帯電話キャリア（以下，単にキャリア

と言う）に関する情報と，個人が情報伝播によって獲得した情報からキャリアを選択する

状況を想定して，提案モデルを説明する．

まず，N 人からなる集団において，個人をエージェント ai(i = 1, 2, · · · , N) ，M 種類

の情報を bk(k = 1, 2, · · · ,M) とする．通常，個々人が持つ情報の量や種類は，情報収集

に対する意欲，興味などによって異なると考えられる．また，個人の能力や関心度によ

り，所持する情報の量は限定されると考えられる．そこで，エージェント ai に対して，所

持できる情報の数に上限（保持可能情報数 ci）を定める．図 4.1にエージェントの例を示

す．図 4.1では，3種類の情報 b1，b2，b3 が存在している状況で，エージェント a1 が 8

つの情報を持ち，エージェント a2 がただ 1つの情報を持つことを示している．携帯電話

のキャリアで考えれば，キャリア b1，b2，b3 が存在している状況で，a1 はキャリア b1 に

関する情報を多く持ち，キャリア b2，b3 に関して多少知っている程度であることを示す．

また，a2 はキャリア b1 に関することだけを多少知っていて，かつそれで十分であると考

えていることを示す．以降，各エージェントが持つ情報の数を，エージェントが持つ情報

量と呼ぶ．

ある商品の情報が伝播する過程を考えた場合，詳しい人からの情報は受け入れられやす

いことから，所持する情報が多い人から少ない人へ伝播しやすいと考えられる．そこで，
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エージェント ai から aj への情報伝播確率 pij を次式によって定義する．

pij =
{

ci/cj if ci < cj

1 otherwise (4.1)

すなわち，保持可能情報数が多いエージェントから少ないエージェントへは確実に情報伝

播が生じ，その逆は確率的に情報伝播が生じる．図 4.1の場合，a1 から a2 へは確実に情

報が伝播するが，a2 から a1 へは確率 1/8で情報が伝播する．なお，本モデルでは，1ス

テップを現実において 1回の情報伝播が生じる期間とする．すなわち，上記のような情報

伝播を 1 ステップに 1 回，伝播元，伝播先のエージェントを無作為に選択して行う．な

お，LT モデル [42] や IC モデル [43] に代表される多くの情報伝播モデルでは，ネット

ワーク上のノード間で情報伝播が生じる．よって，情報が広まるかどうかはネットワーク

の構造に依存する．本モデルでは，分析を容易にするために，ネットワーク構造を前提と

しない情報伝播を考える．これは，完全グラフ上での情報伝播と同値である．

情報伝播によって伝播する情報は，伝播元のエージェントが持つ情報の中から無作為に

選択される．これにより，自分が多く持つ情報ほど他人に伝えやすい状況を表現する．ま

た，伝播先のエージェントが既に保持可能情報数上限まで情報を所持している場合，伝播

した情報と異なる種類の古い情報が削除される．携帯電話キャリアで考えた場合，情報伝

播によりあるキャリアに関する情報が増え，かつ他のキャリアに関する情報を不要と判断

したことに相当する．なお，あるエージェントの持つ情報が 1種類のみであり，かつ情報

伝播により同種の情報がそのエージェントに伝播する場合，情報が伝播しなかったものと

して扱う．これは，伝播先の個人が既に十分な情報を持っているため，伝播してきた情報

を不要と判断したことに相当する．

次に，各エージェントが情報伝播に及ぼす影響を分析するために，エージェントの情報

伝播に対する影響力を次のように考える．あるエージェント aj が情報 bk を所持している

場合に，aj に情報 bk が伝播するまでの経路を考える．情報 bk が伝播した経路の集合を

ωk とする．情報伝播が生じたエージェント間にリンクが存在するとみなし，エージェン

ト aj へ情報 bk が伝播したある経路（∈ ωk）をエージェント，リンクの並びで表現する．

このとき，経路上のエージェント ai，aj 間に存在するリンクの数を ai，aj の距離 dij と

する．そして，情報 bk に関して，ai の aj に対する影響力 ρk(ai, aj)を次式で定義する．

ρk(ai, aj) =
∑
ωk

(
1
2

)dij−1

(4.2)

ただし，1つの経路上に同一のエージェントが複数回現れる場合，経路を逆順に辿り，最

初に現れた位置のみ加算する．また，aj が情報 bk を持たない場合，あるいは経路上に ai

が存在しない場合は ρk(ai, aj) = 0 とする．図 4.2 に，ある情報 bk が a5 へ伝播した時

の，a5 に対する各エージェントの影響力を示す．図 4.2は，情報 bk が伝播した経路の 1
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図 4.2 エージェントの持つ影響力

つであり，情報 bk が a1 → a2 → a3 → a4 → a5 という経路で伝播したことを示してい

る．なお，図中の矢印はリンクを表す．図 4.2の場合，直近である a4 の影響力が最も強

く，以降は距離が離れるにつれて影響力が低下している．

そして，情報 bk に関するエージェント ai の影響力 Ji を次式で定義する．

Ji(bk) =
N∑

j=1

ρk(ai, aj) (4.3)

すなわち，Ji は自分で多くのエージェントに情報を伝播させることにより高くなる．ま

た，一旦情報が伝播したエージェントから，他のエージェントに情報が伝播することでも

高くなる．これにより，エージェントの情報伝播に対する影響力を評価する．なお，前述

の通り，影響力の算出には情報が伝播した経路が必要となるので，エージェントが保持す

る情報 bk が，どのエージェントから伝播してきたかを記録しておく．

4.3 既存研究の再現

4.3.1 概要

本節では，1種類だけの情報の伝播を扱う Rogers [53]や Bass [54]の普及モデル，2種

類の情報伝播を扱う Arthurの経路依存モデル [56] という社会学・経済学における代表的

な議論が提案モデルによって再現可能なことを示す．また，情報伝播における影響力は，

既存の議論通りイノベータが最も強いことを示す．これにより，式（4.2），（4.3）で定義

した影響力指標の妥当性を示す．
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図 4.3 ロジャーズの普及モデルとユーザ層分類 (Rogers 2003)

4.3.2 普及曲線（Rogers・Bass）の再現

再現対象

普及学における基本的な理論である Rogersの普及モデルは，図 4.3に示すように，あ

る商品が普及する過程で，ユーザを商品の採用時期ごとに分類したものである．なお，図

中の横軸は経過時間を，縦軸はその時期に商品を採用した人数を示す．イノベータは最初

期に商品の採用する人々である．アーリーアダプターはゲイトキーパーとも呼ばれ，イノ

ベータからアーリーマジョリティへの橋渡し役となる人々である．アーリーアダプターと

アーリーマジョリティの間にはキャズム（溝）があると言われている [98]．マーケティン

グにおいては，キャズムを越えてアーリーマジョリティへ商品が普及するか否かが流行の

鍵であると言われている．アーリーマジョリティ，レイトマジョリティ，ラガードは，イ

ノベータ，アーリーアダプターから普及してきた商品を受け入れる人々（フォロワー）で

ある．

図 4.3 は採用時期による分布であり正規分布となっている．図 4.3 を，採用時期を横

軸，採用者数の総和を縦軸としてプロットした場合，S字曲線が描かれる．この点につい

ては Bassのモデルも同様の仮定を持っている．本シミュレーションでは，提案モデルに

よって商品普及の S字曲線が再現可能であることを示す．
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図 4.4 シミュレーションで用いるエージェントの分類

表 4.1 エージェントの分類と各層の設定

人数 保持可能情報数

イノベータ 2 100

アーリーアダプター 14 10

フォロワー 84 1

シミュレーション設定

本シミュレーションではエージェントをイノベータ，アーリーアダプター，フォロワー

の 3 層に分類する（図 4.4）．各層ごとのエージェントの人数と保持可能情報数を表 4.1

に示す．各層のエージェントの人数は，図 4.4に示した各層の割合と同様になるよう設定

した．なお，情報伝播をするエージェント総数は 100 としたが，これは，人間のコミュ

ニティがランダムな組み合わせでコミュニケーションを維持しようとする場合，コミュニ

ティの規模は約 150 名が上限であるという Dunbar [99]の主張に従った．現実世界では

無論，100より多い構成員を持つコミュニティもあるが，その場合は，情報伝播は無作為

な相手と行なわれるという設定ではなく，何らかのネットワーク構造を想定する必要があ

るだろう．そこで本シミュレーションでは，モデルは可能な限り単純化すべきであるとい

う KISS（Keep It Simple and Stupid）の原理 [62] に従い，設定の簡略化を優先するた

めにエージェント数を 100とした．

保持可能情報数はイノベータ，アーリーアダプター，フォロワーの順に冪乗で減少す

る．保持可能情報数の決定にあたっては，次の Barabásiの議論 [93] を参照した．
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商品の普及や情報の伝播を，個人をノード，普及の経路をリンクとしたネットワークの成

長で表現した場合，次数の低い多数のノードが次数の高い少数のノードに接続するスケー

ルフリーネットワークとなる．イノベータやアーリーアダプターは，商品や技術の採用に

おいて初期に関わる人々であり，次数の高い小数のノード（ハブノード）となる．スケー

ルフリーネットワークを構築するための基本的なモデルである BA（Barabási-Albert）モ

デル [100] では，後から入ってくるノードは次数の高いノードと接続されやすい（これを

優先的選択と言う）．そのため，初期に存在するノードは，多くのリンクを獲得しやすい．

多くのリンクを獲得したノードは，接続されたノードから情報を獲得する機会が増加し，

さらに多くの情報を獲得していく．その結果，初期に存在したノードが持つ情報の量はリ

ンク数に比例して増加していく．

以上の議論より，普及のネットワークにおいて，各ノードの持つ情報の量はリンク数と

同様に冪乗則に従うと考えることが出来る．すなわち，初期から普及に関わるイノベータ

は極端に所持する情報の量が多く，遅れて普及するフォロワーは所持する情報の量が少な

いと言える．そこで，本シミュレーションにおいても，各エージェントの保持可能情報数

を冪乗則に従って表 4.1のように設定した．

本シミュレーションでは，ある商品が普及していく様子を表現するために，1種類の情

報が集団内で伝播する状況を考える．イノベータとなるエージェントのみが情報を持ち，

他のエージェントは情報を持たない状態でシミュレーションを開始する．情報伝播により

エージェントが情報を持てばそのエージェントが商品を採用したとみなすことで，商品が

普及していく様子を表現する．なお，本シミュレーションでは 10000 ステップの試行を

40 回実行した平均をとる．

シミュレーション結果

図 4.5に，提案モデルを用いて商品の普及曲線を表現した結果を示す．図には 40試行

の平均（太線）および無作為に選択した 3 試行（細線）をプロットした．図の横軸はシ

ミュレーション中の経過ステップを，縦軸は商品を採用したエージェント数を示す．な

お，図には変化が生じていた 2500ステップまでを示す．図 4.5では，シミュレーション

開始直後は普及速度が遅く，その後一気に普及し，最後は普及速度が落ちるという普及の

S字曲線の特徴が観察できる．

以上により，提案モデルにより，Rogers，Bassが主張する商品普及の S字曲線が再現

可能であることが示された．

また，本シミュレーションにおける各エージェントの情報伝播に対する影響力を図 4.6

に示す．なお，図 4.6には 40 回全ての試行における全エージェントの影響力をエージェ

ントの種類ごとにプロットしている．図 4.6 より，情報伝播に対する影響力はイノベー

タ，アーリーアダプター，フォロワーの順に低下していくことがわかる．よって，情報伝
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図 4.7 経路依存性と Lockin効果 (Arthur 1989)

播に対する影響力は情報の発信源であるイノベータが最も大きく，伝播されるだけのフォ

ロワーが最も小さくなることが示された．

4.3.3 経路依存性と Lockin効果（Arthur）の再現

再現対象

経路依存性と Lockin効果を主張する Arthur [56]の議論は，2 つの対立する商品が存

在する状態での，シェア獲得競争と考えることができる（HD DVDと Blu-rayなど）．ど

ちらの商品がシェア獲得競争に勝利するかは，初期に生じる偶発的な現象によって決定さ

れる．そして，一度どちらかの商品が優位に立った場合，逆転は困難になる．初期の偶発

的な現象によって将来のシェアが決定することを経路依存性という．また，その結果とし

て，優位が確定することを Lockin効果（あるいは Lockinする）と呼ぶ．Arthurの主張

する経路依存性と Lockin効果の概要を図 4.7 に示す．なお，横軸が採用人数を，縦軸左

が商品 α，右が商品 β のシェアを示している．一般的に，採用人数は時間経過に伴って増

加するため，図 4.7の横軸は経過時間と等価である．また，図中の Absorbing Barrierと

は Lockin効果が生じる境である．図では，Absorbing Barrierに至るまでは，ほぼラン

ダムウォークでシェアが変動している．そして，偶発的に Absorbing Barrierに至ること

で，Lockin効果により商品 αの優位が決定されている．
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シミュレーション設定

本シミュレーションでは，2種類の情報を扱うことで，2種類の商品がシェアを競う状

況を想定する．ここでは，2種類の情報をそれぞれ b1，b2 とする．各イノベータに b1，b2

のどちらか 1種類のみを保持可能情報数上限まで与え，それ以外のエージェントには情報

を与えない．すなわち，情報 b1 のみを持つイノベータと情報 b2 のみを持つイノベータが

存在する状態でシミュレーションを開始する．これにより，2種類の情報が集団内を伝播

し，伝播した範囲（シェア）を争う状況を表現する．

エージェントの設定は前節のシミュレーション（表 4.1）と同様とし，500000ステップ

の試行を 40 回実行する．各エージェントは，b1，b2 に関して，多くの情報を持つ方を採

用するとみなし，情報 b1，b2 の採用者数の推移を観察する．また，シミュレーション終

了時に多数派となった情報に関する各エージェントの影響力を観察する．

シミュレーション結果

図 4.8 に，無作為に抽出した２つの試行における採用者数の割合の推移を示す．なお，

図には変化の大きい最初の 10000 ステップを示す．図 4.8(a) は情報 b1 が，図 4.8(b)

は情報 b2 が広まった場合の試行である．図 4.8(a)より，途中で情報 b2 の採用者の割合

が増加するものの，最終的には情報 b1 の採用者が大半を占めることとなり，その後情報

b1 の優位が覆ることはなかった．すなわち，初期は採用者の割合がほぼランダムに変化

する．そして，ある時点で情報 b1 の採用者が一定レベルを超えるまで増加し，Lockin効

果が生じたと言える．また，図 4.8(b)ではその逆の傾向が生じており，最終的に情報 b2

が優位となっている．その他の全ての試行でも図 4.8 と同様に，最終的にどちらか一方

の情報が優位となり，その優位が覆ることはなかった．以上より，提案モデルを用いて

Arthurの経路依存性および Lockin効果が再現可能であることが示された．

また，本シミュレーションにおける各エージェントの情報伝播に対する影響力を図 4.9

に示す．前節でのシミュレーション同様，40 回の試行における全てのエージェントをプ

ロットした．図 4.9 より，広まった情報を最初に所持していたイノベータの影響力は大

きく，それ以外のイノベータの影響力は小さいことがわかる．経路依存性と Lockin効果

を主張している Arthurの議論では，採用者をイノベータ，アーリーアダプターなどに区

別していない．ただし，ある商品のシェア獲得に至るまでの普及という点では Rogersの

議論と同様と考えることができる．そのため，初期採用者であるイノベータの影響力が強

く，採用時期が遅れるにつれ影響力が低下するのは妥当と言える．また，広まらなかった

情報を所持していたイノベータは，最終的には他のエージェントから情報を受け取ってい

る．そのため，広まらなかった情報を所持していたイノベータの影響力が低いのは妥当と

言える．
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(a) 情報 b1 が広まった場合

(b) 情報 b2 が広まった場合

図 4.8 ある試行における採用者の割合の推移（0 ∼ 10000ステップ）
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4.3.4 再現シミュレーションのまとめ

本節で行った 2つのシミュレーションによって，提案モデルが Rogers，Bass，Arthur

という普及学，経済学の代表的な議論を再現できることを確認した．また，既存の議論通

り，情報伝播に対してイノベータが強い影響力を持つことが確認された．ただし，本モデ

ルにおける影響力は，情報伝播の情報源となりかつ多くの人に伝播すれば大きくなること

に注意する必要がある．ゲイトキーパーとも呼ばれるアーリーアダプターは，一般的に世

論の形成や商品の普及に強い影響力を持つと言われている．しかし，それはイノベータか

ら普及してきた商品や情報を受け入れ，アーリーマジョリティへ普及させるため，すなわ

ちキャズムを越えるための橋渡し役になるためであり，最初期に商品を採用し，情報を広

めたのはイノベータに他ならない．以上より，4.3.2節のような情報が伝播していく状況

では，イノベータの影響力が大きくなるのが妥当と言える．また，4.3.3節のシミュレー

ションにおいても，最終的に多数派となった情報の情報源であったイノベータの影響力が

大きくなるのは妥当と言える．

以上より，提案モデルは既存の議論を再現可能であり，十分な表現力を持っていると考
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えられる．また，各エージェントの影響力は既存の議論を反映しており，式（4.2），（4.3）

で定義した影響力指標が妥当であることが確認された．

4.4 情報が多様化した社会

4.4.1 情報の多様化に伴う個人の影響力変化

目的

情報の多様化によるイノベータの影響力の変化を分析する．先行研究および前節までの

結果から，情報が 1種類または 2種類の場合は，イノベータが情報伝播に強い影響を及ぼ

すことが確認された．本節では，情報が多様化した社会を表現し，イノベータの影響力に

ついて考察する．また，多種多様な情報が存在する現代社会において，情報を多く持つこ

とが常に良いことか否かについて考察する．

シミュレーション設定

本シミュレーションでは，情報の多様化を情報の種類が増加した状態と捉える．入手可

能な情報が爆発的に増加している現代では，イノベータに限らず，全ての人が多様な情報

に接し，何らかの情報を持つと考えられる．また，流行現象のように，既に存在する情報

が繰り返し伝播する状況は多いと考えられる．例えば，携帯電話端末の大画面化に対する

ニーズや，ファッションのように，以前の流行が再び発生するなど，一部の流行現象は循

環することが知られている [101, 102]．したがって，多様な情報を想定する場合，特定の

個人から情報が広まるのではなく，人々の間で情報が循環していくような設定が妥当であ

ろう．そこで，本シミュレーションは，多様な情報が氾濫する現代社会を表現するため，

全てのエージェントに情報を与えた状態で開始する．ただし，このとき与えられる情報

は，各エージェントの保持可能情報数上限まで無作為に選択される．

情報の種類数（以降，総情報数）M をパラメータとし．総情報数 M が少ない場合

(5 ∼ 50，5 刻み) と多い場合 (50 ∼ 250，50 刻み) についてそれぞれシミュレーション

を行う．十分な情報伝播が生じると考えられる 500000ステップを 1試行とし，多数派と

なった情報に関する各エージェントの影響力を評価する．各エージェントの設定は前節と

統一し，40回行った平均をとる．

シミュレーション結果

図 4.10に，各層ごとに平均した影響力の推移を示す．図 4.10より，総情報数が少な

い場合，イノベータの影響力が最も大きいことがわかる．これは，これまで述べてきた，

既存の普及学，経済学の議論に沿った結果と言える．しかし，総情報数が増加していく
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と，イノベータの影響力とアーリーアダプターの影響力の差がなくなり，最終的にはアー

リーアダプターの方が強い影響力を持つようになる．一方，最も情報を持たないフォロ

ワーは総情報数が増加しても影響力はほとんど変化しない．また，図 4.11 に総情報数

M = 200 の場合における影響力の分布を示す．各層で分散が大きいものの，Rogers の

議論と異なり，アーリーアダプターの影響力がイノベータに比べ大きい傾向がある．な

お，アーリーアダプターの影響力がイノベータの影響力を上回った結果に対して，片側

Mann-Whitneyの U 検定を行ったところ，M ≥ 150の場合に有意水準 5%で有意であっ

た（M = 150, 200, 250に対して，それぞれ p = 0.027, 0.023, 0.038）．

以上より，情報の多様化，すなわちM の増大に伴って，アーリーアダプターのような

中間層が全体に対して影響を及ぼす逆転現象が生じることが確認された．

影響力の逆転現象

まず，本シミュレーションの結果と先行研究の関連について考察する．普及学，マーケ

ティングにおける先行研究では，イノベータはインフルエンサーとも呼ばれ，新製品や新

技術を最初期に採用するだけでなく，革新的な価値観やアイデアを持つと考えられてき

た．しかし，実際にイノベータが単独で新規アイデアの提案などを行うと，既存アイディ

アの焼き直しとなる場合が多い．あるいは，イノベータはそもそもアイデアが提案できな
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い場合が多いことが報告されている [95]．本シミュレーションの結果においても，総情報

数の増加に伴い，アーリーアダプターの影響力が増加していった．これは，アーリーアダ

プターがゲイトキーパーとしてキャズムを越えるための役割を果たしているわけではない

と考えられる．アーリーアダプターがキャズムを越えるための役割を果たす場合，イノ

ベータから普及してきた商品を受け入れ，後続に伝えることが重要となる．このような場

合，4.3.2節でのシミュレーションのように，イノベータの影響力が大きくなるであろう．

本シミュレーションの結果は，情報の多様化により，これまでのマーケティングや普及学

における議論だけでは説明できない現象が生じることを示唆している．

そこで，情報の多様化，すなわちM の増大に伴って，イノベータとアーリーアダプター

の影響力が逆転した原因を考える．情報の多様化が提案モデルの挙動に及ぼす影響は主に

以下の 2点である．

(1) 情報伝播機会の増加

(2) エージェントが最初に持つ情報の種類数の増加

まず，（1）の情報伝播機会の増加について考える．本モデルでは，伝播元と伝播先の

エージェント 2体を無作為に選択し，その後に伝播する情報を決定する．このとき，伝播
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する情報は伝播元のエージェントが持つ情報から無作為に選択する．情報の種類数が少な

い場合，同種の情報を持つエージェントが多くなるため，短い期間で全エージェントに情

報が行き渡る．しかし，情報の種類が増加すれば，相手が同じ種類の情報を所持してい

る可能性が減少する．また，複数種類の情報が伝播した場合，1 つの情報が広まるのに時

間がかかり，相対的に伝播の回数も多くなる．その結果として，イノベータだけでなく，

アーリーアダプターにも伝播の機会が増え，イノベータとアーリーアダプターの影響力の

差が減少する可能性がある．そこで，総情報数M = 200のある 1試行において，400000

ステップからシミュレーション終了までの 100000ステップの間に，各エージェントから

情報が伝播した回数を調査した．その結果，情報伝播が生じた回数は，イノベータからが

平均 582.5回，アーリーアダプターからが 73.7回であり，両者の情報伝播機会には依然

として大きな差があることが確認された．よって，イノベータ，アーリーアダプターの影

響力が逆転した現象の主要因が（1）であるとは言えない．

次に，（2）のエージェントが最初に持つ情報の種類数の増加について考える．本シミュ

レーションにおいて，各エージェントが最初に持つ情報の多様さは保持可能情報数によっ

て異なる．すなわち，イノベータのように保持可能情報数が大きい場合，多様な情報を所

持することが出来る．特に，イノベータは保持可能情報数が 100であり，情報を最も広範

に持つ場合，100種類の情報を持つことになる．このような状態では，イノベータから他

のエージェントへの情報伝播が生じる場合，毎回異なる種類の情報が伝播する．アーリー

アダプター，フォロワーは保持可能情報数が小さいため，情報が伝播してくるたびに所持

する情報の種類が変わることになる．その結果，伝播した情報は蓄積されにくく，他の

エージェントへ広まっていく可能性も減少する．さらに，イノベータは他のエージェント

からの情報伝播が生じにくいため，このような状態が長続きしやすい．一方，アーリーア

ダプターはイノベータに比べ保持可能情報数が小さく，フォロワーからも影響を受けやす

い．一旦，ある情報がフォロワーの間で多数派になった場合，アーリーアダプターが広範

な情報を所持していても，保持可能情報数がイノベータより小さいため，多数派の情報を

獲得することで，所持する情報の種類を多数派が持つ情報に限定していく．その結果，イ

ノベータではなく，アーリーアダプターが伝播の中心になりやすい．また，アーリーアダ

プターはフォロワーと比べ，イノベータに対して情報伝播が生じる可能性が高い．フォロ

ワーやアーリーアダプターの中で多数派となった情報が，アーリーアダプターを通じてイ

ノベータへ伝播される．その結果として，情報伝播の元となるのはアーリーアダプターと

なり，アーリーアダプターの影響力をより増大させると考えられる．

ここで，（1）と同様に，総情報数M = 200のある 1試行について，各エージェントか

ら伝播した情報の種類の数を調査した．その結果，イノベータからは平均 43種類，アー

リーアダプターからは平均 5.9種類の情報が伝播していた．イノベータから伝播した情報

の種類がアーリーアダプターに比べ多く，イノベータが最後まで多種の情報を伝播させて
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いたことを示している．よって，エージェントが最初に持つ情報の種類数の増加が，イノ

ベータ，アーリーアダプターの影響力が逆転した要因であると考えられる．

4.4.2 所持情報の多様性と個人の影響力

目的およびシミュレーション設定

前シミュレーションにおいて，情報の多様化により，イノベータの影響力が低下するこ

とを示した．また，その主要因として，イノベータが多種の情報を持ち，伝播させる情報

を統制できないことを挙げた．これは，イノベータが各情報に対する価値を順序づけでき

ず，情報の価値が均一になってしまっているため，伝播する情報を統制できない状態と言

える．以降，イノベータのように膨大な知識を持つ人物が，多種の情報を持つことによ

り，その人物にとって情報の価値が均一化する状態を「フラット化」と呼ぶ．

本シミュレーションでは，フラット化していないイノベータを導入することで，フラッ

ト化により影響力が低下することを確認する．また，フラット化の程度，すなわちフラッ

ト化度合いと影響力低下の関係を明らかにする．そこで，エージェント ai のフラット化

度合い Gi を次式によって定義する．

πi(bk) = イノベータが持つ bkの数 (4.4)

Gi =
ci − πi(b1)

ci
(4.5)

各試行において，1人のイノベータを選択し，そのイノベータに情報 b1 を ci × (1 − Gi)，

b1 以外の情報を無作為に ci ×Gi だけ与える．すなわち，Gi = 0.0の場合，イノベータは

b1 のみ所持し，フラット化していない状態となる．逆に，Gi = 1.0の場合，イノベータ

は保持可能情報数の回数だけ無作為に選択された情報を所持し，フラット化している状態

となる．これにより，イノベータのフラット化度合いを Gi によって制御する．なお，Gi

に従ってまとめて与える情報を b1 としているが，各情報は添え字に依らず均質であるの

で，どの添え字を用いても構わない．他の設定は前節のシミュレーションと同様とする．

シミュレーション結果

まず，Gi = 0.0であるイノベータ，すなわち全くフラット化していないイノベータを導

入した場合における各層の影響力の推移を，図 4.12に示す．ただし，フラット化してい

ないイノベータとフラット化したイノベータとで別にプロットした．また，図 4.13に総

情報数M = 200の場合における影響力の分布を示す．図 4.12より，フラット化してい

ないイノベータの影響力が最も大きく，アーリーアダプター，フラット化したイノベータ

の順に低下している．また，図 4.13より，フラット化していないイノベータ群とフラッ

ト化したイノベータ群との間に影響力の差があることがわかる．
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ただし，図 4.13中の影響力が 25付近のフラット化していないイノベータ（図中 A），

および 33付近のフラット化したイノベータ（図中 B）については，他のイノベータと異

なる傾向となった．このイノベータが存在した試行を調査した結果，同一の試行における

イノベータであることがわかった．この試行ではフラット化していないイノベータが所持

していた情報が広まらず，全く別の情報が多数派になっていた．以上より，低い確率では

あるが，情報の多様化によりフラット化していないイノベータでも影響力が小さく，フ

ラット化したイノベータでも影響力が高くなる可能性があると言える．

次に，図 4.14に，総情報数M = 200においてフラット化度合いGi のイノベータを導

入した場合における，各層の影響力を示す．以下，便宜上，フラット化度合い Gi に従っ

て情報が与えられたイノベータを IG，フラット化しているイノベータを IF とする．図

4.14より，影響力の逆転現象は Gi > 0.7で生じており，0.7付近に影響力の逆転現象が

生じる閾値があると考えられる．本シミュレーションの開始時点においては，IG 以外の

全てのエージェントが無作為に情報を与えられる．すなわち，アーリーアダプターが所持

する情報もフラット化していると言える．ただし，シミュレーション開始時点において，

同一種類の情報を 2つ，ないしは 3 つ持つ場合もあると考えられる．アーリーアダプター

の保持可能情報数が 10 であることを考えると，シミュレーション開始時点におけるアー

リーアダプターのフラット化度合いは 0.7から 0.8程度であると考えられる．すなわち，
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Gi ≤ 0.7である場合，イノベータ IG は，シミュレーション開始時点においてアーリーア

ダプターよりもフラット化の程度が低い．シミュレーション開始時点において，アーリー

アダプターよりもフラット化の度合いが低かったイノベータ IG は，自分がまとめて持つ

情報を他のエージェントに広めていったと考えられる．その結果，影響力がアーリーアダ

プターよりも大きくなったと考えられる．

なお，図 4.14より，Gi が 0.5 ∼ 0.7の範囲においては，フラット化したイノベータで

ある IF の影響力がアーリアダプターと同等か，それ以上である．これは，IG が b1 をま

とめて所持しており，その情報が IF に伝わることで IF のフラット化が早期に解消され

たものと考えられる．ただし，早期に IF のフラット化が解消されただけでは，IG が情報

b1 を広めるであろう．この場合，Gi < 0.5の場合のように，IF の影響力は低いままであ

ろう．フラット化度合い Gi が 0.5 ∼ 0.7の範囲においては，IG が所持する情報の半分以

上は，無作為に選択されたものである．そのため，IG も毎回異なる情報を発信する可能

性があり，IF にも情報を広める余地が残っていたと考えられる．すなわち，IG がまとめ

て所持している情報を，IF が中継して広めたと言える．ただし，他の設定と同様に，イ

ノベータの影響力が最大となるためには，アーリーアダプターよりもフラット化の程度が

低いイノベータが存在することが必要となる．以上より，イノベータの所持する情報がフ

ラット化している場合，影響力の逆転現象が生じると言える．

フラット化の影響

本節のシミュレーション結果より，イノベータが「フラット化」することで影響力が低

下することが示された．現実におけるフラット化の影響としては，4.4.1節で述べたよう

に，情報伝播，商品の普及などがアーリーアダプター中心となる点である．以上の結果は，

4.1節で挙げた，個人が持つ情報の量や種類の増加が，必ずしもその個人の集団に対する

影響力の増大をもたらさない現象を，提案モデルにより説明可能なことを示している．

特に，情報が多様化し，情報獲得の機会が飛躍的に増加した昨今では，イノベータのよ

うに情報を自発的に多く収集する存在はフラット化している可能性が高いと考えられる．

現実に，イノベータが多いと考えられる技術者，研究者や，いわゆるオタク，マニアと呼

ばれる人の中には，専門や興味の対象とは無関係に膨大な知識を持つ人がいる．このよう

な人は，自分の持つ知識・情報が膨大であるが故に，廃れた情報に固執したり，必要な情

報を取捨選択できない場合がある．一方，アーリーアダプターに相当する人は，過度の知

識・情報を持たないため，自分の情報に固執しすぎず，コミュニティ内での流行に対応し

やすい．そのため，アーリーアダプターは，ある一時点で多種多様な情報を持っていたと

しても，流行，あるいは流行の芽に対応して，情報を取捨選択していく．このような人は，

イノベータから得られる知識・情報とコミュニティの流行の芽を適切に融合させ，新しい

アイデアを生み出していくものと考えられる．この場合，イノベーションや世論形成の元
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となる存在はイノベータではなく，アーリーアダプターとなる．本節のシミュレーション

においても，アーリーアダプターが自身の持つ情報，あるいはイノベータ，フォロワーか

ら得られる情報を保持し，フォロワーだけでなくイノベータにもフィードバックすること

で，アーリーアダプターが集団全体を主導する役割を担うようになったと考えられる．す

なわち，情報の多様化により，イノベータ，アーリーアダプターの役割が変化していった

と考えられる．

なお，影響力の逆転現象が発生する要因として「フラット化」を挙げたが，情報の発信

能力も要因である可能性がある．本節のシミュレーションにおけるある 1 試行では，フ

ラット化したイノベータの影響力がフラット化していないイノベータの影響力を上回っ

た．前述のように，この試行ではフラット化していないイノベータが持つ情報は広まらな

かった．すなわち，この試行ではフラット化していないイノベータ以外からの情報伝播が

多かったと考えられる．以上を考慮すると，イノベータはフラット化しているかどうかに

関わらず，1回の情報伝播における，伝播する情報の量や伝播相手が多ければ影響力が大

きくなる可能性がある．そこで，個人が 1回に伝播・受信しうる情報の量について考えて

みる．

本節のシミュレーションにおいては，各エージェントが保持する情報の種類が大幅に増

加したのに対して，各エージェントが一度に伝播・受信しうる情報は 1つのままである．

4.1節での説明のとおり社会の情報流通量が大幅に増加しているのに伴って，個人の情報

送受信量も増加していると考えるべきかもしれない．特に，昨今のように E メールや個

人のブログなどが普及している環境では，個人が情報を受発信できる機会は増加してお

り，それにともなって友人数なども大きく増加している可能性がある．ところが，博報堂

の生活定点調査 [103]によれば，1998年から 2008年の 10年間で，首都圏・関西圏に住

む 20歳から 69歳の男女一般生活者における「友人」数の変化は，1998年では平均 21.98

人，2008年では平均 22.09人で，まったく変化していない．一方 Eメールなどをやりと

りする相手人数は 1998年では平均 5.84人，2008年では平均 13.88人で，約 2.4倍に増

加している．つまり，少なくとも日本では，飛躍的な情報量増加にもかかわらず「友人」

数に大きな変化はなく，Eメールなどの相手はやや増加したといえる．ただし，Wattsら

は，社会ネットワーク分析において，E メールやブログなどによる繋がりは，人間関係

として薄いものであったり一方通行的であったりするので，「影響力がある友人」と認め

るべきでないと主張している [104]．また，鷲田によれば，日本とスウェーデンにおいて

は，2006 年段階では，イノベータとそれ以外での友人数の差は 1.5 倍以下であり [57]，

Barabási [93] が主張するような著しい格差や冪乗関係は見られなかった．これらの実証

調査研究の結果から，各エージェントが一度に伝播・受信しうる情報は，少なくとも社会

全体に流通する情報の量や種類の飛躍的増加ほどには増加していないと判断できる．ゆえ

に，本章のシミュレーションでは簡略化のために，各エージェントが一度に伝播・受信し
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うる情報は 1つのままで固定することとした．ただし，Web2.0の登場や，情報通信技術

の急速な発達もあり，今後も同様の状況が続くとは限らない．そこで，各エージェントが

一度に伝播・受信しうる情報を増加させて検証する必要がある．

4.4.3 情報通信技術の発達が及ぼす影響

目的

個人が発信する情報量と影響力の関係について分析する．前述したように，社会に流通

する情報量の増加に比べて，個々人が伝播・受信しうる情報量に大きな増加は見られな

い．ただし，今後も同様の状況が続くとは限らない．今まで情報発信を行わなかった人で

も，Web2.0 [105]と呼ばれるサービスやツールの登場により，気軽に情報を発信するよう

になった．特に，Weblog（Blog）[106] や SNS（Social Networking Service）等のツー

ルは，インターネット上での情報発信を容易にした．新規メディアとしての Blogを調査

した Herringら [107]によれば，BlogはWebページと，メッセンジャーやチャット等の

CMC(Computer Mediated Communication)の中間に位置するメディアである．すなわ

ち，Webページと同様に同報性を備えていながらも，コメントやトラックバックにより

個人間でのコミュニケーションも可能としている．また，更新が容易であり，様々な情報

を発信していく．このようなツールの普及により，個々人の情報発信量は，社会に流通す

る情報量程ではないにせよ，着実に増加していくと考えられる．また，そのような状況下

では，これまで影響力を持たなかった人も影響力を持つようになる可能性がある．

しかし，現実には，アルファブロガー（あるいは A-list Blogger）のように，一部の

Blog執筆者（Blogger）が強い影響力を持つと言われている [108]．また，博報堂 DYメ

ディアパートナーズのメディア環境研究所が行ったメディア定点調査 2009 [109] によれ

ば，2009年時点において，PCや TV，新聞等を含めたメディアの中で，TVや新聞の信

頼度はインターネットよりも高く，接触時間も TVが最大であった．すなわち，現在でも

TVや新聞に対する信頼は絶大であり，メディアの発達による影響力の変化は無いように

も見える．

そこで本シミュレーションでは，今後個人が発信する情報量が増加した場合における，

個人の影響力変化について分析する．ここでは，Blogのような同報性を備えた情報発信

ツールが普及したと状況を想定する．そのような状況下で，個々人が発信する情報量に

よって影響力がどのように変化するかを分析する．

シミュレーション設定

個人が発信する情報量（以降，発信情報量）と影響力の関係を分析するにあたり，情報

伝播モデルを次のように拡張する．まず，発信情報量の増加を，1回の情報伝播における
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伝播相手の増加とみなす．すなわち，個人の発信情報量を Rとした場合，1回の情報伝播

で R 人のエージェントに情報が伝播する．ただし，現実には，全ての Blogが平等に閲覧

されることはなく，一部の Blogのみが大多数の人々に閲覧される．多くの人に閲覧され

る Blogは，更新頻度が高いか，情報量が多いと考えられる．そこで，本シミュレーショ

ンでも，エージェントごとの発信情報量に制限を設けることで，現実の更新頻度や情報量

の違いを表現する．発信情報量の制限として，エージェント ai が１ステップに発信する

相手の数は，必ず保持可能情報数 ci 以下とする．以上より，情報伝播のメカニズムを次

のように拡張する．

(1) 情報を発信するエージェント ai を 1人選択

(2) エージェント ai が持つ情報から，情報を無作為に 1つ選択

(3) 情報を受け取るエージェントを min(R, ci)人選択

(4) 手順（3）で選択されたエージェントに伝播確率に従って情報を伝播

なお，他の設定は 4.4.1節のシミュレーションと同様とし，総情報数M = 200とする．

シミュレーション結果

図 4.15に，発信情報量 R と各層の影響力の関係を示す．図 4.15より，R ≤ 10の場

合，イノベータの影響力がアーリーアダプターと同等，あるいは小さい．しかし，R > 10

の場合，すなわちアーリアダプターよりもイノベータの発信情報量が上回る場合，イノ

ベータの影響力が最大となっている．これは，イノベータの発信情報量が増加し，イノ

ベータからの 1 回の情報発信で多数派が形成されることが原因と考えられる．前述した

ように，一旦多数派が形成されてしまえば，多数派からアーリーアダプター，そしてイノ

ベータへと情報が伝播していく．前節の結果では，アーリーアダプターが多数派の情報を

受け取り，その情報を周囲に伝播していたと考えられる．今回の結果では，イノベータか

らの 1回の情報伝播で多数派が形成されたと考えられる．また，アーリーアダプターの発

信情報量では，イノベータからの情報伝播によって生じた多数派が持つ情報を変化させる

に至らなかったと考えられる．この場合，情報源はイノベータに他ならず，イノベータの

影響力が最大となる．以上より，Blogのように自分が持ちうる情報を発信していくよう

な状況では再びイノベータの影響力が最大になることが示唆された．

ただし，イノベータとアーリーアダプターの発信情報量 R に差が無い場合では，前節

の結果と同様にアーリーアダプターの影響力が最大となっている．すなわち，エージェン

ト間で発信情報量 Rに差が無ければ，前節の結果と同様の結果が得られると考えられる．

次に，発信情報量 Rの制限を無くし，情報伝播の手順（3）を次のように変化させた場

合を考える．
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図 4.15 発信情報量 Rの影響

(3*) 情報を受け取るエージェントを R人選択

発信情報量 Rの制限を無くした場合の結果を，図 4.16に示す．図 4.16より，発信情報

量 R が変化しても，影響力はほぼ一定となる．すなわち，全エージェントの発信情報量

が同じであれば，発信情報量と影響力は無関係と言える．

Web2.0の登場による個人の影響力の変化

前述したように，Web2.0はインターネット上での情報発信を容易にした．また，CGM

（Consumer Generated Media）やWiki*1等で多くの一般消費者・ユーザが情報発信を行

うようになった．その一方で，アルファブロガーが存在するように，一部のユーザが強い

影響力を持っている場合もある．

本シミュレーションによって得られた結果は，Web2.0 が普及した状況を示している．

ただし，本節の２つの結果（図 4.15，4.16）はそれぞれ異なるコミュニティを表現する．

*1「Wikipedia」(http://ja.wikipedia.org/wiki/)や「Wikitionary」(http://ja.wiktionary.org/
wiki/)等
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図 4.16 発信情報量 Rの影響（制限なし）

図 4.15の結果は Blogを中心として情報伝播が生じるコミュニティに相当する．このよ

うなコミュニティでは，発信情報量が人によって異なり，一部の人が多くの情報を発信す

る．図 4.15で示した結果では，発信情報量の増加により，イノベータが再び影響力を取

り戻していた．この場合は，イノベータがアルファブロガーに相当する．アルファブロ

ガーが一度情報発信を行うと，膨大な読者が発信された情報を受け取り，さらに情報を広

めていく．結果として，情報が多様化した社会で影響力を失っていたイノベータは，Blog

の登場によって再び影響力を獲得したと言える．

一方，図 4.16の結果は CGMである口コミサイト*2や Q&A コミュニティ*3を中心と

して情報伝播が生じるコミュニティを示している．このようなサイトの多くは，情報発信

者に依らず，平等に意見やコメントを表示する．そのため，皆の意見が平等に他の人々に

伝わる．このような状況では，図 4.16の結果のように，影響力の逆転現象が生じると考

えられる．

*2 「価格.com」（http://kakaku.com/）や「食べログ」（http://tabelog.com/）等
*3 「Yahoo!知恵袋」（http://chiebukuro.yahoo.co.jp/）や「教えて goo!」（http://oshiete.goo.

ne.jp/）等
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4.5 まとめ

本章では，情報の多様化を考慮した情報伝播をモデル化した．そして，提案モデルを用

いて，Rogers，Bass，Arthurの議論を再現可能なことを確認した．次に，情報の多様化

が情報伝播に及ぼす影響を分析した結果，情報の種類が増加することにより，情報伝播に

対して強い影響力を持つユーザ層が変化することが確認された．また，その要因は，多種

の情報を持つことで，それぞれの情報の価値が均一化する「フラット化」であることを確

認した．多くの先行研究では，情報や知識は広く，多く持てば持つほど良いとされ，情報

を多く持つことへの弊害は着目されてこなかった．これに対して，本章の結果は，現代社

会における既存研究の意義を再考させるものである．また，情報が多様化した状況では，

アーリーアダプターのような中間層が強い影響力を持つことが確認された．従来は，普及

論やロングテールで語られるようなイノベータや特殊なニーズを持つ層の重要性が指摘さ

れてきた．しかし，本章の結果は，イノベータ以外の層がコミュニティ全体に与える影響

の重要性を示唆するものである．

次に，Web2.0の普及がもたらす影響力の変化を分析した．その結果，次のような傾向

が得られた．

(1) Blog中心の情報伝播ではイノベータの影響力が最大となる

(2) CGM中心の情報伝播ではアーリーアダプターの影響力が最大となる

すなわち，コミュニティごとに影響力を持つ人物が異なると言える．

以上の内容を知識共有の面から考えた場合，ツールの導入や，共有の促進における指針

が得られる．第 2章で提案したような知識 DBでは，知識を持つ人物が知識を保存し，そ

うでない人物は何もしない．その結果，上述の Blog中心の情報伝播同様，知識を多く持

つ人物が影響力を持つ．研究開発のように，専門的な知識の共有が重要になる場合，Blog

型の知識共有ツールにより，専門家の知識を共有することが有効であると考えられる．一

方，ノウハウや手続き等を共有するためには，CGM型の知識共有ツールが有効であると

考えられる．一般に，ノウハウや手続き等を共有する場合，雑多な知識や情報の重複が多

くなる．そのような知識は，他の知識を獲得する際のノイズとなる．そこで，アーリーア

ダプターとなる人物が多数派に利用される有用な知識を選別し，全体に伝播させること

で，CGM型の知識共有ツールを有効に活用できると考えられる．
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第 5章

結論

5.1 総括

本論文では，知識共有に関するエージェントベースシミュレーションの研究について述

べた．知識共有は，その重要性が認識されながらも，対象としている知識の評価が困難な

ため，手法の評価も困難であった．そこで，知識共有の定量的な評価が可能なシミュレー

ションモデルを提案した．そして，知識共有に関する以下の 3つの課題・問題を分析し，

解決法を提案した．

(1) 知識の大量喪失

(2) コスト制約下における人員調整

(3) 膨大な知識がもたらす弊害

以上の問題の分析を通して得られた成果は，ナレッジマネージメント提案のための基盤構

築に寄与するものである．以下，各課題・問題ごとに，本研究の成果を要約し，全体の総

括を述べる．

（1）知識の大量喪失

第 2章において，知識の大量喪失の問題（2007年問題）を取り上げ，その対策として

知識データベース，ナレッジマネージャという 2種類のナレッジマネージメントを提案し

た．提案手法を評価するために，企業内で労働者が知識を共有しながら作業するモデルを

提案した．知識の大量喪失に対する知識データベース，ナレッジマネージャの有効性を提

案モデルを用いて評価した結果，知識の大量喪失を予防可能なことを明らかにした．しか

し，知識データベースは時間経過とともに利用されなくなる結果も得られた．その原因と

して，労働者が十分な知識を得ることで，知識データベースの使用頻度が低下し，保存さ

れている知識が陳腐化してしまうことを挙げた．第 2章の結果は，知識共有の目標である
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「労働者が作業に対して十分な知識を持つ」状況が失敗理由となることを示している．ま

た，専任の管理者を導入することにより，根本的な解決にはならないものの，実用的な範

囲では知識 DB利用を促進可能なことを示した．

（2）コスト制約下における人員調整

第 3 章において，コスト制約を考慮し，不況のようにコスト制約が厳しくなる状況下

で，コストパフォーマンスを維持する手法を提案した．人的ネットワーク上での知識共有

の観点から，有効なワークシェアリング手法を提案した．また，2008年末に生じた不況

と，不況に起因する「派遣切り」の問題を取り上げた．その結果，人的ネットワーク上に

おける近接中心性が低い人材を，優先してワークシェアリングの対象とすることで，コス

トパフォーマンスの維持が可能なことが確認された．これにより，「派遣切り」を行わず

とも，不況下のコスト制約を乗り切れることが示唆された．この結果は，就業形態の多様

化や，今後あり得る不況に対して重要な知見であると考えられる．加えて，2009年時点

において，ワークライフバランスを達成するための働き方が国内でも議論されるように

なっている．ワークシェアリングはワークライフバランスを達成するための一手法でもあ

り，不況下でなくともワークシェアリングの在り方は議論されていくだろう．第 3章の結

果は無作為なワークシェアリングがコストパフォーマンスを低下させることも示唆してお

り，今後の社会の在り方に貴重な知見を提供できると考えられる．

（3）膨大な知識がもたらす弊害

第 4章において，知識を多く持つことが常に良いことかどうかを明らかにした．全体と

して知識量が増加することを目指すのではなく，どのような人材が集団全体に対して影響

力を持つのかを，情報伝播モデルを用いて分析した．その結果，社会全体で扱われる情報

が増加した場合，多くの情報を持つイノベータの影響力が低下することが示された．同時

に，イノベータおよび少数の情報しか持たないフォロワーの両者から情報の授受が可能

なアーリーアダプターが集団全体に対して影響力を持つことが確認された．この結果は，

既存の普及学の研究成果と異なる結果であり，現代のような情報量が爆発的に増加した

状況における，先行研究の意味について再考を促すものである．また，Web2.0 により，

個人の発信情報量が増加すると想定した場合，Blog中心のコミュニティと CGM中心の

コミュニティでは影響力を持つ個人が異なっていた．発信情報量が個人によって異なる

Blog型のコミュニティではイノベータが，発信情報量が平等な CGM型コミュニティで

はアーリーアダプターがそれぞれ影響力を持っていた．これは，コミュニティと内部の人

材による影響力の違いを示しており，知識共有ツール等を作成するにあたり重要な知見と

なる．なお，情報伝播モデルを構築して分析したが，知識共有においても同等の現象が生

じると考えられる．一般的に，イノベータはイノベーティブな人材であり，周囲に影響を
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及ぼしながら新技術の作成や知識の創出等を行っていくと考えられている．しかし，第 4

章での結果は，イノベータではなくアーリーアダプターがイノベーション創出の担い手に

なる様子が示されている．また，本研究の成果は，情報量が極端に増加した現代における

イノベーションには，知識が多いだけでなく，適切に取捨選択ができる人材が有効である

ことを示している．

5.2 今後の課題

本論文では，知識共有に関する 3 種の問題に対し，それぞれの問題を分析するための

エージェントベースモデルを提案した．本論文で提案したモデルは，各問題に特化してお

り，知識を扱う統一的なモデルではない．有効なナレッジマネージメント提案のための基

盤構築という本研究の目的に対しては，各問題に特化したモデルよりも，知識を扱った統

一的なモデルが望ましい．その点においては，本研究は未だ発展途上と言える．しかし，

諸問題の分析に対してはその有効性が十分発揮されており，今後，知識共有のモデル化が

行われる上で有効であると思われる．また，本論文で得られた結果は知識に関する諸問

題に対して貴重な知見になると期待される．ただし，本研究には幾つかの課題が残って

いる．

まず，本研究全体で中心となる課題として現実へのフィードバックが挙げられる．本論

文で述べてきた知見は，知識共有の方法や在り方等，社会的に有用である．本研究で得ら

れた知見を現実へフィードバックし，社会的に活用することが望ましい．ただし，本論文

で提案した各モデルは，人間の知識活動を抽象化したものである．そのため，提案モデ

ルおよび本論文で示した結果の適用可能な範囲には限界がある．そこで，現実にフィー

ドバックした結果から適用限界を検討し，提案モデルの信頼性を向上させる必要がある．

提案モデルおよび結果の信頼性向上のため，また，社会的貢献のためにも現実に対する

フィードバックが本研究の最も重要な課題であろう．

また，本研究では知識共有のみを扱っているが，知識の創造や発展を扱うことも必要で

あろう．特に，研究開発などの知識が必要な仕事に関しては，既存の知識を発展させ，新

しい知識を創造することが求められる．そのような知識の共有のみでは表現できない要素

を扱っていく必要がある．

さらに踏み込んだ課題として，次の 3つの課題が存在する．

(1) 知識 DB・ナレッジマネージャの運用における課題

(2) ワークシェアリング実施における課題

(3) 知識のフラット化の原因究明における課題

以下，それぞれについて述べる．
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（1）知識 DB・ナレッジマネージャの運用における課題

第 2 章において，知識データベース，ナレッジマネージャの 2 種類のナレッジマネー

ジメントを提案し，評価した．知識データベースはグループウェア等を一般化したもので

あり，その管理者であるナレッジマネージャも抽象的な存在である．これらのナレッジマ

ネージメントが知識の大量喪失への対策として有効であるという結果が得られたが，現実

に活用するためには幾つかの問題を解決する必要がある．

まず，評価のために提案した知識共有モデルでは，全ての知識が均質であるとした．し

かし，実際には知識は均質ではなく，習得の難度や，利用頻度等，様々な差異が存在する．

また，企業や組織によっては，マニュアル化可能な接客業のように形式知が多く必要なタ

スクや，職人芸と呼ばれる技術が必要となる職業など，タスクの特性が異なる．タスクに

必要な知識として，形式知重み，経験知重みを設定しているが，企業組織全体で必要な知

識に偏りがある場合も多い．そのような状況下において，今回提案した知識データベー

ス，ナレッジマネージャが有効かどうかを検証する必要がある．

また，タスク処理においても，現実には作業の手順が存在する．これらの要素が結果にど

のような影響を及ぼすかを考えていく必要がある．そこで，PERT（Program Evaluation

and Review Technique）[110]に代表される現実のプロジェクト管理技術からタスクのモ

デル化を行う必要がある．モデルにおけるタスクを現実の PERTチャートと対応させる

ことにより，タスクへの人員割り当てやタスクの処理時間等を用いた現実とシミュレー

ション結果の照合が可能になる．ただし，PERT等を用いてタスクを精緻化した場合，人

員割り当て手法やタスクの処理手順を適切に扱う必要がある．そのため，タスクの精緻化

と同時に，プロジェクト管理技術もモデル化していく必要がある．

なお，本論文で行ったシミュレーションでは，知識データベースに経験知，形式知の両

者が保存可能であり，初期状態で一定量の知識が保存されていることが前提であった．実

際に運用するためには，形式知，経験知の保存が可能な知識データベースの設計，および

各知識の収集が必要となる．特に，シミュレーションで用いた値と現実のデータをどのよ

うに対応づけるかが重要である．シミュレーションで用いた知識量と現実における知識量

は，知識 DB導入先の企業組織によって異なると考えられる．そのため，現実の知識量を

モデルで用いる知識量へ変換する手法の考案が重要な課題である．また，知識デーベース

内に存在するノイズへの対処も問題となる．一般的に，データベース内のデータ量が増加

した場合，重複するデータやや陳腐化したデータがノイズとなる．そのようなノイズは知

識データベースの利便性を低下させる要因になる．インターフェースにおける工夫や，ナ

レッジマネージャによる管理方法の工夫により，ノイズに対して頑健な知識データベース

を構築する必要がある．
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（2）ワークシェアリング実施における課題

第 3章において，企業内の人員構成が頻繁に変化する状況下において，一定のコスト制

約を満たしながらパフォーマンスを最大にするマネージメントを提案した．第 3章で扱っ

た派遣切りの問題は，本論文執筆時点において，今まさに社会が直面している問題であ

る．また，ワークシェアリングは以前から議論されており，導入の是非が何度も検討され

ている．今回の結果から無作為なワークシェアリングはコストパフォーマンスを低下させ

ることが確認されたため，近接中心性が低い社員を優先してワークシェアリングを実施す

る必要がある．そのためには，現実でのネットワーク構築手法，人的ネットワーク調査時

の倫理的問題など，提案手法を現実の企業で実行するにあたっての諸問題を解決する必要

がある．さらに，本研究で得た知見は，知識共有の観点からの知見であり，役職や作業体

制，産業ごとのコスト構造などを考慮した場合のワークシェアリングの効果を分析する必

要がある．特に，コスト構造の考慮はワークシェアリングの有効性を考える上で重要とな

る．実際にワークシェアリングを行う場合，作業の分かち合いに伴う調整や引き継ぎ等，

様々なコストが存在する．人件費に加え，そのようなコストの影響を扱うことで，ワーク

シェアリングに限定せず，作業の共有や効率的な人員割り当て手法の考案も可能になると

考えられる．

なお，一般にワークシェアリングは様々な方法で実施される．例として，単一の作業を

2人 1組で処理する方法や，日々の労働時間を長くして休日を増やす方法がある．有効な

ワークシェアリングの実施基準は，作業の分割方法によって異なると考えられる．そこ

で，人的ネットワークと併せ，どのような作業分割が有効なのかを検証する必要がある．

また，ワークシェアリング以外の有効な手法の提案も今後の課題である．今回は派遣切

り，ワークシェアリングという現時点において議論されている手法を対象としたが，派遣

社員を導入しても知識共有を推進できるような枠組み作りや組織作成の手法を提案してい

く必要がある．

（3）知識のフラット化の原因究明における課題

第 4章において，知識を多く持つことが必ずしも集団に対する影響力を増加させないこ

とを示した．情報が多様化した現代社会においては，知識を多く所持するイノベータより

も，知識を適度に取捨選択しているアーリーアダプターの方が影響力を持っている．この

結果は主にマーケティングやイノベーション促進に対しての提言である．ただし，本研究

では，イノベータの持つ知識がフラット化している状態でシミュレーションを行っている

ため，フラット化の原因は明らかにしていない．次の段階として，何故イノベータの持つ

知識がフラット化するのかを調査する必要がある．イノベータは大量に知識を持ち，知識

がフラット化していない状態であれば，既存研究が言及するようにイノベーティブな存在
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であると考えられる．イノベータの持つ知識がフラット化する要因を突き止め，それを回

避，あるいは回復する方法を提案できれば，イノベータがよりイノベーティブな存在にな

れると考えられる．同時に，研究者や開発者に多いイノベータがイノベーティブになるこ

とで，企業全体のイノベーション促進が期待される．

なお，フラット化の原因としては，コミュニケーションチャンネルの増加が考えられ

る．コミュニケーション関連の技術の進歩により，個々人が獲得する知識の量も増加して

いる．知識の「フラット化」は，知識の価値を順序付けできない状態を指しており，その

ような状態は獲得する知識の量が増加していく過程で生じると考えられる．以上の検証を

行うためには，知識獲得手段，すなわちコミュニケーションが制限されたモデルが必要で

ある．第 4章で提案したモデルは，集団の自由なコミュニケーションを前提としている．

そこで，提案モデルに対してネットワーク構造を導入し，知識のフラット化の原因を究明

する必要がある．

ネットワーク構造の導入に伴い，規模の大きいコミュニティでの検証も可能になる．ま

た，各エージェントが持つリンク数や，リンクで接続される相手の違いが，各人の影響力

を変化させると考えられる．例として，イノベータを中心として，多数のフォロワーが接

続されるようなコミュニティでは，イノベータの影響力が大きくなるであろう．逆に，イ

ノベータやアーリーアダプターが相互に接続している状況では，経過次第で誰でも影響力

を持ちうると考えられる．このような規模やネットワーク構造，およびネットワーク上で

の各人の配置等により，各人の影響力がどのように変化するかを分析する必要がある．

また，個人の発信情報量を増加させるツールとして，Blogや CGM以外にも，マイクロ

ブログ（あるいはミニブログ）*1や SNS等が存在する．これらは，各々異なる特性を持ち，

独自のコミュニティを形成していると考えられる．そこで，これらのツールの特性をモデ

ル化し，それぞれのコミュニティの中で影響力を持つ人を探ることも重要な課題である．

*1 Twitter(http://twitter.com)等
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